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玉川大学 教職課程認定学部・学科一覧 

 

・文学部（国語教育学科、英語教育学科） 

・農学部（生産農学科） 

・工学部（情報通信工学科、ソフトウェアサイエンス学科、マネジメントサイエンス学科） 

・教育学部（教育学科、教育学科通信教育課程、乳幼児発達学科） 

・芸術学部（音楽学科、アート・デザイン学科） 

・大学院（文学研究科、農学研究科、工学研究科、教育学研究科、教職大学院） 

・芸術専攻科 

 

 

大学としての全体評価 

 

玉川大学は「全人教育」を教育理念としています。その教育理念のもと、本学では幼

稚園、初等教育、中学校（家庭科を除く）全教科、高等学校全教科の免許取得プログラム

を提供しています。本学が教員養成でモットーとしているのが、「子供に慕われ、親たち

に敬われ、同僚に愛せられ、校長に信ぜられよ」です。時代が求める教育の在り方は社会

の移り変わりと共に変わるでしょうが、理想の教師像は変わりません。 

本学教育学部をはじめ、文学部、農学部、工学部そして芸術学部から優れた教員を数

多く輩出し、教育委員会や学校長・園長など教育界のリーダーとして幅広く活躍していま

す。本学の「全人教育」による豊かな人間性を備えた教員は、これまでも高い評価を受け

ていますが、さらなる“質の高い教員養成”を目指して、平成２４年（２０１２年）に

「教師教育リサーチセンター」を開設しました。これにより教職課程の全学体制による組

織運営が可能となり、教員養成における単位の実質化に取り組み、さらに四年間を通した

教職課程指導・支援体制を整え、より質の高い教員養成の取り組みに挑戦しています。 

これまでの教育活動においては、全学で毎年度点検調査により一年間の振り返りを行

い、課題を抽出し、教員養成を含めた各学部、各部署における教育活動の改善に努めてき

ました。平成２６年（２０１４年）には東京学芸大学教員養成評価開発研究プロジェクト

による、工学部の「教員養成教育認定評価」の審査を受信し認定をいただきました。ま

た、平成３０年（２０１８年）には大学基準協会の大学認証評価において教職課程を含め

て受信し認定を受けております。 

この度、教育職員免許法施行規則改正により、令和４年４月より教職課程の自己点

検・評価が義務化されました。自己点検・評価の観点が明示されたのを受け、一般社団法

人 全国私立大学教職課程協会が「『教職課程自己点検評価報告書』作成の手引き」を作

成しましたので、本学はこれに沿って、教職課程の自己点検・評価を行うこととしまし

た。教職課程自己点検・評価については、教職課程運営に関する全学的組織である「教師

教育リサーチセンター」を中心に、教職課程委員会委員、関係教職員の協力の下、報告書

を作成し全学に周知し、広く公開する予定です。 

２０２０年来のコロナ禍、人口減、昨今の生成 AI の出現といったことから社会状況が

大きく変化しました。それに伴うように、子供たちが学ぶ内容や学び方も変化し、教え方



 

にも変化が必要となってきています。ある意味で学校教育や教員養成は大きな変革の時代

を迎えていると言えましょう。それらの変化を踏まえた教員養成が行えているのか、今後

どのような取り組みを行っていくのか、時代の変化に合わせた学びのスタイルも考えなが

ら、教員養成全体の課題を踏まえ、本学の課題を抽出し、その改善策を検討するために本

報告書を作成しました。 

教職課程の質の向上を図るためには、大学が自らの責任で教職課程の活動について点

検・評価し、その結果をもとに改革・改善に努める内部質保証体制が必要です。今年度の

教職課程自己点検・評価がさらなる質の高い教員養成に繋がることを期待しています。 

 

令和 5 年 4 月 

玉川大学 学長  小原 芳明 
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Ⅰ 教職課程の現況及び特色 

  

１ 現況 

(１) 大学名：玉川大学 

(２) 所在地：東京都町田市玉川学園 6-1-1 

(３) 学生数及び教員数 

（令和 4 年５月１日現在） 

学生数： 大学全体 8,877 名（通学課程 6,727 名、通信教育課程 2,150 名） 

教職課程受講学生：3,650 名（通学課程 2,183 名、通信教育課程 1,467 名） 

教員数： 1,018 名（専任・嘱託・非常勤を含む） 

 

 ２ 特色  

本学は「全人教育」を教育理念として掲げ、「真・善・美・聖・健・富」の６つの価値

の調和を追求し、単に知識や技術を修得するのではなく、絶えず新しい知識を主体的に

求める姿勢、もてる知識を正しく使う倫理観を育み、健やかな社会人となるべく教育活

動を展開し、バランスの良い人間形成を行っている。また、本学で得られる学びは多岐

にわたっており、それぞれの専門性を深めることができるだけではなく、専門とは異な

る分野についても学部を横断した学際的な学びが実現できる柔軟なシステムが採られ、

本学の特徴の一つになっている。この恵まれた学習環境のもと、一人の「人」としてし

っかりと自立し、かつ自律できる社会人を育成していくことに努めている。 

教員養成は、５学部９学科（通信教育課程を含む）、１専攻科、大学院４研究科におい

て行われており、これまでに６，０００名以上（通信教育課程を除く）の教員を輩出し

てきた。全国の教育現場や各自治体の教育行政の現場で、学校長・園長、指導主事等々

の役職を担い、教育界のリーダーとして幅広く活躍している。本学の「全人教育」によ

る豊かな人間性を備えた教員は、これまでも高い評価を受けているが、２０１２年には

さらなる「質の高い教員養成」を目指して、「教師教育リサーチセンター」を開設し、学

生を対象とした教員養成にとどまらず、教員を対象とした研究支援にも力を注いでい
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る。 

教員養成における特徴として、次の 3 点があげられる。一つは、教員養成における単

位の実質化への取り組みとして、本学で定める半期履修上限１６単位（CAP 制度）の

中で全学の教職課程カリキュラムを実施していること。次に、４年間を通して、各段階

ごとに目標を定め、教職課程受講者への指導・支援を計画し、教員養成が行われている

こと。更には、教員養成の質向上に向けた全学体制による組織運営（教師教育リサーチ

センターによる全学学生支援と研究活動の推進）がなされていることである。 

 

３ 本学で取得できる教員免許状 

2022 年度入学生（学部） 

学部 学科 教員免許状の種類 

文学部 

国語教育学科 
中学校教諭一種免許状（国語） 
高等学校教諭一種免許状（国語） 

英語教育学科 
中学校教諭一種免許状（英語） 
高等学校教諭一種免許状（英語） 

農学部 生産農学科 
中学校教諭一種免許状（理科） 
高等学校教諭一種免許状（理科・農業） 

工学部 

情報通信工学科 
中学校教諭一種免許状（数学） 
高等学校教諭一種免許状（数学・工業） 

ソフトウエアサイエン
ス学科 

中学校教諭一種免許状（数学） 
高等学校教諭一種免許状（数学・情報） 

マネジメントサイエン
ス学科 

中学校教諭一種免許状（数学） 
高等学校教諭一種免許状（数学） 

教育学部 

教育学科 

幼稚園一種免許状 
小学校一種免許状 
中学校教諭一種免許状（社会・保健体育） 
高等学校教諭一種免許状（公民・地理歴史・
保健体育） 

教育学科 
通信教育課程 

幼稚園一種免許状 
小学校一種免許状 
中学校教諭一種免許状（社会） 
高等学校教諭一種免許状（公民・地理歴史） 

乳幼児発達学科 
幼稚園一種免許状 
（保育士）  

芸術学部 芸術教育学科 
中学校教諭一種免許状（音楽・美術） 
高等学校教諭一種免許状（音楽・美術・工芸） 
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   ※ダブル免許プログラム：文学部・農学部・工学部・芸術学部では、中学校・高等

学校教諭一種免許状に加え、小学校教諭二種免許取得が可能。教育学部教育学科

では、小学校教諭一種免許状に加え、中学校教諭二種免許状（国語・英語・理

科・数学）、高等学校教諭一種免許状（情報）の取得が可能。 

 

   2022 年度入学生（大学院・研究科） 

研究科 専攻 教員免許状の種類 

文学研究科 

人間学専攻 
中学校教諭専修免許状（社会） 
高等学校教諭専修免許状（公民） 

英語教育専攻 
中学校教諭専修免許状（英語） 
高等学校教諭専修免許状（英語） 

農学研究科 資源生物学専攻 
中学校教諭専修免許状（理科） 
高等学校教諭専修免許状（理科・農業） 

工学研究科 

機械工学専攻 高等学校教諭専修免許状（工業） 

電子情報工学専攻 
中学校教諭専修免許状（数学） 
高等学校教諭専修免許状（数学・工業） 

教育学研究科 

教育学専攻 
幼稚園専修免許状 
小学校専修免許状 

教職専攻 
【教職大学院】 

小学校専修免許状 
中学校教諭専修免許状 
 （国語、社会、数学、理科、音楽、美術、 
 保健体育、保健、技術、家庭、英語） 
高等学校教諭専修免許状 
 （国語、地理歴史、公民、数学、理科、音楽、 
 美術、工芸、保健体育、保健、家庭、情報、

農業、工業、英語） 

芸術専攻科 芸術専攻 
中学校教諭専修免許状（音楽・美術） 
高等学校教諭専修免許状（音楽・美術） 

 

 

４ 教師教育リサーチセンターの組織について 

組織名 教師教育リサーチセンター 

目 的 教職に関する専門的研究（以下「本研究」という。）を行い、国内外の

諸研究・教育機関等と連携を密にし、玉川大学における教員養成等の充実

を図ることを目的とする。さらに研究活動の成果を生かして、玉川大学に

共通する教育職員免許状・資格の取得支援、教職に係る就職支援を推進す
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ることを目的とする。 

責任者 教師教育リサーチセンター長（専任職員） 

構成員 センター長、次長 各 1 名、 

リサーチフェロー（兼任教員）1 名 

専任教員１名、 

専任事務職員 14 名、派遣職員 3 名、パートタイマー6 名 

客員教授（週 3 日出校）32 名、客員教授（出校なし）5 名、 

研究員（出校なし）1 名 

運営等 本研究・支援の目的を達成するために、教員研修室及び教職課程支援室

を置き、次の事業を行う。 

(１) 教職の専門的・総合的研究に関する事項 

(２) 教職のＦＤ・ＳＤ研修に関する事項 

(３) 教職課程（教育実習、保育実習、介護等体験、ボランティア等）に

関する事項  

(４) 教育職員免許状・保育士等の資格取得に関する事項 

(５) 教員免許の許認可（大学院を含む。）に関する事項 

(６) 教員・保育士希望者の就職支援及びキャリアデザイン支援に関す

る事項 

(７) 教職課程委員会に関する事項  

(８) 教員免許状更新講習に関する事項 

(９) その他本センターに関する事項 

  

・資料①：玉川大学 HP：玉川大学トップ  玉川学園の総合大学  公式サイト (tamagawa.jp) 

・資料②：学校法人玉川学園組織機構図（令和 4 年 4 月 1 日施行） 

・資料③：玉川大学教師教育リサーチセンター規程 

・資料④：令和 4 年度在籍者数（05.01 現在） 

・資料⑤：令和 4 年度教職課程受講者数（通学課程） 
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Ⅱ 基準領域ごとの教職課程自己点検評価 

 

基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み 

基準項目１－１ 教職課程教育の目的・目標を共有 

〔現状説明〕 

本学の教員養成の目標は、創立者・小原國芳の精神を継承した教師像を追求することで

ある。その精神は「玉川教師訓」として現在も継承され、「子供に慕われ、親たちに敬わ

れ、同僚に愛せられ、校長に信ぜられよ」を実践できる教師の育成が、全学の教員養成の

目標として掲げられている。  

     この教員養成の目標は、全学の教員養成の支援組織である教師教育リサーチセンターの

入口にも掲示されており、学生、教職員が常に目にしている。また、『教育実習日誌』の

表紙裏をはじめ、教職員の参加する教職関連の会議体や、学生の出席するガイダンス、講

座等の資料にも多く掲載され、教職員・学生に周知されている。 

     さらに、各学部学科のディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーにも教員養成に

関する目的・目標が明確に示されている。 

〔長所・特色〕 

・本学が目指す教師像による目標の明確化 

本学の教員養成の目的・目標である「教師像」を「玉川教師訓」として示し、「玉川教

師訓」を実践できる教員を養成している。さらに具体的な力量を次のように示している。 

1．確かな学力と健やかな体を育てる「学習指導力」 

2．豊かな心を育て自己実現を図る「幼児・児童・生徒指導力」 

3．ともに高めあうクラスをつくる「学級経営力」  

4．新たな学校づくりを推進する「協働力」 

〔取り組み上の課題〕 

目的・目標について、様々な会議や、学生への提供資料の中に掲載しているが周知の状

況を確認したことはない。特にこの数年は新型コロナウイルス感染症による登校制限に
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より、教師教育リサーチセンターの施設を利用する機会が減少し、入口に掲げられた「玉

川教師訓」を目にする機会も大幅に減少した。教職課程ガイダンスの時間的制約もあり、

目指す「教師像」について詳細な内容まで踏み込むことができない状況にある。この課題

ついての今後の方向性として、教職員、教職課程履修学生ともに確実な共有・理解を図る

ため、常に持つことができる本学における教員養成の目的・目標を詳細に示した教職課程

ハンドブックのようなものを作成し、関係者全員に配布することも検討したい。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料１－１－１：2022 履修ガイド 玉川大学 2022 履修ガイド (tamagawa.ac.jp) 

・資料１－１－２： 2022 教職課程受講ガイド 玉 川 大 学  2022 教 職 課 程 受 講 ガ イ ド 

(tamagawa.ac.jp) 

・資料１－１－３：2022 年度教師教育リサーチセンター  

・資料１－１－４：教育実習日誌（表紙裏） 

・資料１－１－５：令和 4 年度教職課程受講ガイダンス資料 

・資料１－１－６：教員養成の現状と課題、今後の方策 
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基準項目１－２ 教職課程に関する組織的工夫  

〔現状説明〕 

本学では、平成１８年（２００６年）４月、教職に関する総合センターとして「教職セ

ンター」を設置したが、さらなる“質の高い教員養成”と“教師教育学の研究活動推進”

のために改組し、平成２４年（２０１２年）４月に「教師教育リサーチセンター」（資料

１－１－２）を新設した。 

教師教育リサーチセンターは教職課程履修学生のサポートをする教職課程支援室と教師教

育にかかわる研究活動を支援する教員研修室から成る。教師教育リサーチセンターでは、こ

れまでの教職課程支援事務並びに学修支援、キャリア支援のみならず、教師教育（教員養

成・採用・研修）に関する研究・調査を行う研究機関的要素、さらには教育委員会、小・

中・高等学校、幼稚園、保育所との連携を推進する機能を持つ全学の教員養成を包括するセ

ンターとして位置づけられている。 

全学組織として、高等教育附置機関として位置づけられており、教員、事務職員をもっ

て構成することとなっている（組織規程第６条参照）。したがって、事務的支援に留まら

ず、本学の教員養成に必要な教員を採用し、学生指導・支援、研究活動を行うことが可能

となっている。 

〔長所・特色〕 

・教師教育リサーチセンターが各学部学科と連携を図り、各学部学科の特性を生かしなが

ら、大学の目標・目的との精査も行いながら、学部間を横断した全学体制での学生支援

を実現している（資料１－２－１）。また、教師教育リサーチセンターに教職に関する

窓口を一本化することで、教員養成に関する事項を掌握し、課題の抽出とその改善を迅

速に行うことが可能である。教職課程教育に関しては教師教育リサーチセンター、教職

課程以外の学士課程教育に関しては教学部と明確に業務を区分することによって、学生

情報、学校現場からの連絡事項、教員からの情報も集約されており、教職課程を有する

全学部学科に統一的に対応できることは大きな特徴といえる。 

・教職サポートルームの機能（組織と環境）（資料１－１－３） 
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教師教育リサーチセンターでは、教員を目指す学生のキャリア形成支援、教職指導の

一翼を担うため、小学校・中学校・高等学校の校長、幼稚園長・保育所長、教育行政経

験者を教職サポートルーム客員教員として採用し、学生の相談・支援にあたっている。

教職サポートルーム教員は教師教育リサーチセンターや各学科の教職担当教員と連携・

調整しながら、学生相談、教育実習に関する指導、教員採用試験候補者選考試験対策の

企画・講師等を担当している。また、教科書・指導書、教職に関する最新の参考資料等

を取りそろえ、自由に閲覧しながら、自学自修ができる自主学修スペースや、模擬授業

や共同討議などができる教室も備え、更には電子黒板、デジタル教科書などの ICT 関

連の教材、教具も備え、教職サポートルーム教員の指導を受けながら、実践的指導力を

身につけられる環境を整えている。 

・教職課程委員会における教員養成に関する審議と情報の共有（資料１－２－２） 

教師教育リサーチセンター長が委員長となり、事務局は教師教育リサーチセンターが

担っている。教職課程を置く学科では、必ず教職担当教員が任命され教職課程委員会委

員となっている。委員会は月 1 回実施し、教職に関連する諸々の事項について検討・

審議し全学での決定事項としている。さらに教職課程に関連する情報の共有が図られて

いる。また、審議内容や報告事項によっては、それぞれの学科の会議、学部の教授会

等、また全学の教務委員会にも情報を提供し、教職課程に関する情報の共有を図ってい

る。教師教育リサーチセンターの担う業務のほとんどは、教職課程委員会にて審議・報告

がなされており、研究活動や教員免許状更新講習等の状況についても情報共有がなされてい

る。 

・教育研究活動等点検調査委員会と教員養成部会（教職課程員会の事項を報告をする会の

名称）の機能（資料１－２－３） 

大学全体では各学部・学科において年度ごとの自己点検・評価を行い、教育研究活動

等点検調査委員会に提出している。教員養成に関する事項も例外ではなく、教職課程委

員会での審議内容を中心とした自己点検・評価を行い、年度の振り返りとともに、課題

の抽出も行っている。この内容は、教育研究活動等点検調査委員会において教員養成部
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会より全学に報告されている。  

・教職課程ＦＤ・ＳＤ研修会の実施（資料１－２－４） 

全学で行う FD・SD 研修会に加え、教職課程運営に必要な情報、最新の教育事情や

情報に関する内容について、有識者による講演を教師教育リサーチセンターが主催し、

年に 1 回実施している。その内容は、全学的なＦＤ委員会の報告書としてまとめら

れ、教職員に配布している。出席者は、教職担当教員、教職に関する事項を取り扱う部

署の職員のみならず、学部長、教務主任の出席も義務付けている。また、教師教育リサ

ーチセンターでは、年に 1 回公開研修会の「教師教育フォーラム」も実施しており、

これも教職課程 FD・SD 研修の一環として位置づけられている。 

〔取り組み上の課題〕 

近年、文部科学省からの答申や通知が多く、提供すべき情報が多くなっている。その内

容も多岐にわたり、情報を集約している教師教育リサーチセンターでも、すべてを理解し

把握しきれているのか疑問でもある。そのような状況の中で、関係する教職員にも、教職

課程委員会や教職課程 FD・SD 研修会等を通じて情報の共有を行っているものの、すべ

ての教職員に深く理解してもらうためには、通常の研修とは別に勉強会を開催する等も考

えたいが、教育・研究に多くの時間が必要な教員については、より効果的に行うことがで

きる対策の検討が必要であると考えている。 

また、ここ数年は新型コロナウイルス感染症対策として、研修会やフォーラムは主にオ

ンラインで実施することとなった。このことは、遠方の方々に受講の機会を提供し、多く

の参加があったが、一方でワークショップ形式での研修や今後、対面での受講とオンライ

ンでの受講が混在した時の効果的な研修の仕組みなども構築する必要がある。対面とオン

ラインそれぞれの利点を活かした研修方法については今後の課題である。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料１－２－１：玉川大学における教員養成への取り組み 

・資料１－２－２：玉川大学教授会等運営規程（教職課程委員会部分抜粋） 



玉川大学教師教育リサーチセンター 基準領域１ 

- 9 - 

 

・資料１－２－３：2022 年度教育研究活動等点検調査委員会 自己点検・評価結果・改

善計画 報告書 

・資料１－２－４：2022 年度教育研究活動等点検調査委員会 分科会部会開催状況 

・資料１－２－５：令和３年度ファカルティ・ディベロップメント活動報告書（抜粋）  

・資料１－２－６：2022 年度教師教育フォーラムチラシ  
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基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援 

基準項目２－１ 教職を担うべき適切な学生の確保・育成 

〔現状説明〕 

本学では、オープンキャンパスや入試説明会において、教員志望の入学希望者とその保

護者等に対して、教師教育リサーチセンターが本学の教員養成の取り組みや実績等につい

て説明する機会を設けている。配布資料の中にも、「先生になろう！スタートブック」（入

試広報部作成：資料２－１－１）があり、教職に興味、関心のある入学希望者に本学の教

職課程への取り組みを紹介し、教員志望者の確保につとめている。また、教職を目指す学

生に対して、教職課程に特化した入試制度もある。 

教職課程受講希望者については、１年生の春学期にガイダンスを実施し、登録をしたう

えで教職課程履修が開始される（資料１－１－５）。毎年６５０名～７００名が希望し、

最終的に教員免許状を取得する学生は、５００名～５５０名程となる。教職課程受講につ

いては、最初のガイダンスへの出席以外は特別な条件は設けておらず、人数の制限もして

いないが、受講を継続するための条件を学部学科ごとに定め、その内容を『教職課程受講

ガイド』に記載している。受講継続条件には、累積 GPA のクリアする基準が示されてお

り、各学部学科の特性により多少の違いはあるが、修得済みである科目や、取得しておく

資格や検定が明確に示されている。それらの条件について、各学部学科の会議により一人

一人の学生について特定の期末や年度末に確認が行われ、教職課程の受講継続について厳密

に可否判定が行われる。 

〔長所・特色〕 

・教職課程受講希望者の入試制度（資料２－１－２） 

東京・千葉・埼玉・神奈川（１都３県）の高等学校または中等教育学校を卒業見込み

で、教員を目指す受験生を対象にした『首都圏教員養成総合型入学審査』と先の 1 都

３県以外の高等学校または中等教育学校を卒業見込みで、教員を目指す受験生を対象に

した『地域創生推薦入学試験（公募型教員養成推薦）』の２つの教員志望者に特化した

選抜制度がある。また、教育学部教育学科はもとより、文学部の国語教育学科、英語教
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育学科といった学科名称は、教員志望の受験生にとってもわかりやすい学部学科組織に

なっている。農学部、工学部には、それぞれ、理科教員養成プログラム、数学教員養成

プログラムを設置し、教員志望者はこの区分で受験をすることなっている。ただし、こ

のプログラムで入学しなかった場合でも、申し出により教職課程を受講することも可能

である。 

・４年間を通した教職課程指導・支援体制（資料１－２－１） 

教職課程を受講するほとんどの学生が、高等学校での進路決定時に「教師になりた

い」と強い意志を持って大学を選択している。そのため、教職に就きたいという大学入

学時のモチベーションを持続させるためには、1 年生からの教職課程支援が必要不可欠

であり、そこから大学 4 年間を通した教職課程受講支援プログラム（資料１－１－

３）が重要であるととらえ、一貫した学生指導・支援を行っている。各学年の目標は、

1 年生：教職の意義と基礎理論を学ぶ、2 年生：指導法の基礎を学ぶ、3 年生：教科・

教職の専門性と実践力を養う、4 年生：実践と応用、総まとめ、としており、それぞれ

の学年の目標に応じたプログラムとなっている。  

〔取り組み上の課題〕 

教職課程履修学生の２５％程度の教員免許の取得のみを希望する学生に対する指導に

ついては、常に課題としてとらえている。また、現在のところ教職課程における受講人

数の制限について、特に検討してはいないが、本学における適正な人数について検討し

てみたい。  

入試制度と教員採用試験名簿登載率の関係についても、今後詳細に分析していきた

い。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・ 資料２－１－１：先生になろう！スタートブック  

・ 資料２－１－２：玉川大学 2023 年度 入試ガイド（抜粋） 

基準項目２－２ 教職へのキャリア支援 
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〔現状説明〕 

本学のキャリア支援（資料２－２－１）は、一般企業・公務員についてはキャリアセン

ターが担い、教員・保育士就職については教師教育リサーチセンターが担っている。学生

の中には当初は教員就職を目指していたが、途中から進路変更をする場合もある（またそ

の逆の場合もある）が、その場合には、教師教育リサーチセンターとキャリアセンターが

連携を図りながら、学生指導に当たっている。 

教員就職支援については、前述の教職課程受講支援プログラムに基づき大学のカリキュ

ラムとの関連も踏まえながら、各種ガイダンス、学外実習（ボランティア、インターンシ

ップ等）、教員採用試験対策等を行っている。 

〔長所・特色〕 

・教職課程受講支援プログラム（資料１－１－３、資料１－２－１） 

本プログラムは教職課程を受講している学生の、資質と能力の向上に向けたプログ

ラムの要素と、教員就職支援のための講座等の支援プログラムの要素を持っている。   

キャリア支援における教員採用試験対策では、ガイダンス、教員採用模擬試験、面

接・論作文対策等が行われている。指導に当たっては、教職サポートルーム教員が中

心となっておこない、学科の教員とも連携している。また、学生指導に際しては、学

生の取得見込みの免許種や就職を希望する自治体により、教職サポートルーム教員の

専門教科や元勤務していた地域（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、横浜市、川崎

市、相模原市）をふまえて、最も適切な指導ができるよう、担当学生の割り振りを行

っている。  

・教師教育リサーチセンター編「論作文＆面接対策」（資料２－２－２） 

採用試験対策において重要となる、論作文指導や面接指導（含む模擬授業、実技指

導、集団討議等）については、長きにわたり教職サポートルーム教員が工夫しながら

対応してきた。その集大成として、『論作文＆面接対策（時事通信出版局 ISBN978-4-

7887-1848-7）』、初版は 2018 年度版、現在は 2024 年度版出版済み）を出版した。当

テキストは最新の教育事情とデータを差し替え、教員採用試験の出題傾向を調査して
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毎年内容を精査して改訂を行い、学生指導の際のテキストとして使用している。教職

課程受講者 2 年生全員に配布し、3 年時には、最新のものを再配布している。 

・大学院への進学 

進路の一つとして、大学院への進学も考えられる。本学には、教育学研究科、教職大

学院、文・農・工学研究科があり、各研究科で専修免許の取得も可能となっている。教

育学研究科には、「教師教育学コース」もあり、教員養成を行う課程を担当できる大学

教員の養成も行っている。 

〔取り組み上の課題〕 

学生指導に当たって、意欲や適性を欠く学生への指導は大きな課題といえる。特に、

指導の内容が進路変更を伴う場合、その指導の方法や事後支援については最重要課題と

いえる。 

教職課程受講支援プログラムにおけるキャリア支援については、学部生を中心に組み

立てられているため、通信教育課程の学生および大学院生への教員採用試験対策は、時

期、回数等が限定されたものとなっており、全学体制での教職へのキャリア支援上の課

題としてとらえている。このことについては、教職課程受講支援プログラム見直しの際

の課題としており、通学課程、通信教育課程、大学院を含めたプログラムの検討を行う

こととしている。 

また、大学院への進学者は多くないが、高い専門性を備えた教員の養成を考えると、大

学院進学を含めたキャリア支援を検討する必要がある。 

さらに、卒業生との連携も一部限られたものとなっており、課題としてとらえている。

教員採用試験に不合格であった卒業生の就職支援や、教員として働く卒業生の組織を構築

することも必要ととらえている。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料２－２－１：令和 3 年度就職状況のまとめ（抜粋）  

・資料２－２－２：教師教育リサーチセンター編「論作文＆面接対策」（表紙）  
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基準領域３ 適切な教職課程カリキュラム 

基準項目 ３－１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

 

〔現状説明〕 

本学では全学的に 2013（平成 25）年度入学生より、半期に履修できる単位数を 16 単

位に制限している。教職課程の全科目もその例外ではない。こうしたことから教職の科目

も全てその学部・学科の卒業単位に含まれている。半期に履修できる上限単位を設定する

ことで、予習や復習に充てる時間を確保し、教員養成における単位の実質化に取り組んで

いる。 

授業内容については、教職課程コアカリキュラムに対応した教職課程カリキュラムを提

供し、教員免許取得に必要な科目はすべて、教師教育リサーチセンターがシラバスのチェ

ックを行い、課程認定との整合性を精査し、問題がないか等について確認している。 

また、教員免許取得に必要な科目において、やむを得ず担当教員が変更になる場合も、

該当教員の研究業績に関して、教師教育リサーチセンターが確認し、相応の業績がないと

認められる場合には、担当教員を変更するようにしている。 

さらに、学校現場で異なる校種の免許を複数取得していることが求められていることか

ら、本学では、主たる免許状に加えて小学校教諭二種免許状、中学校教諭二種免許状を卒

業時に取得できるプログラムを実施している。 

〔長所・特色〕 

・カリキュラムの特徴（資料１－２－１） 

本学のカリキュラムは、教養豊かな幅広い知識を持ち、基礎学力の堅固な基盤と高度

な専門能力を持った有為な人材を育成するために、ユニバーシティ・スタンダード科目

と学科科目群で構成されている。ユニバーシティ・スタンダード科目は、学士課程教育

において基礎、基盤をつくるとともに、より高次な専門教育に移行するための重要な役

割を果たしている。教員免許状取得に必要な科目は、この中の教職関連科目群として開

設されている。学科科目群は、導入科目群、発展科目群、専攻科目群に区分され、学修

進度に合わせて順に履修できるように開設されている。学生にとっては所属する学科の
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専門の学修を行い、さらには、教師としての資質能力を身に着けていくために、教職に

関する専門の学修を両立して進めている。 

・教員養成の質保証に向けた学科の設置と教員養成プログラムの開設（資料②） 

教育学部はもとより、それ以外の学部の中に、教員養成を主とした学科を設置した。

このことにより、教職科目と教科科目が相互補完されて学修することができる。 

  文学部国語教育学科 

  文学部英語教育学科 

  教員養成プログラムにより、教員に必要な基礎科目の学修や、専門教科に応じた科目

の学修に取り組み、教員になるための基盤を創り上げる。 

  農学部生産農学科  理科教員養成プログラム 

  工学部情報通信工学科、ソフトウエアサイエンス学科、マネジメントサイエンス学科 

            数学教員養成プログラム 

・ダブル免許プログラム（資料１－１－２） 

教育学部以外の学部・学科でも、それぞれの専門性を生かした各教科の中学校・高等

学校教諭一種免許状が取得できるが、通常学期ではない長期休業期間に設けられた特別

学期（サマーセッション、ウインターセッション）に科目を開講し、卒業と同時に小学

校教諭二種免許状を取得することができるプログラムがある。また、教育学科において

は、小学校教諭一種免許状に加え、教育学科では課程認定を受けていない教科の免許状

を、別の学科で中学校教諭二種免許状を取得できるプログラムを有している。 

このプログラムにより、複数免許状を取得することが可能となり、高度な専門性を有

する小学校教員や、隣接し接続する小学校教育を理解する中学校教員の養成も行ってい

る。 

・大学院での教職課程の充実  

  教育学研究科以外の研究科においても、専修免許状が取得できるが、教科における専

門性の修得だけではなく、教職の専門性を高める科目として「教育内容・方法学研

究」、「教育制度学研究」、「教育実践学研究」の 3 科目を導入し、専修免許状の質の保
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証を図っている。これらの科目は、各研究科での修士の学位の授与条件として、必修科

目と位置づけている。 

  また、教育学研究科においては、「教師教育学研究コース」を設置し、大学・大学院

教職課程専任教員、教職大学院専任教員、教師教育学研究者の養成にも取り組んでい

る。 

〔取り組み上の課題〕 

半期履修単位 16 単位（CAP 制）の運用において、もう少し多くの専門科目を学修し

たいとの希望がある。また、4 年生でも多くの科目を履修することになり、空き時間が

少なく学校体験活動など学外での活動が制約されていると感じている学生も存在する。

このことを含めて、理論と実践の往還を重視した取り組みについて検討することも課

題としており、具体的には「教育実習」等の在り方を見直し、学校体験活動の積極的

な活用を次年度に検討することとしている。 

ICT を活用した授業方法について、またその指導力の修得と向上について、大学とし

てどのように取り組んでいくのかは、重要課題と捉えている。授業以外にも ICT 関係の

講座を準備したが、その効果を検証することとしたい。 
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基準項目  ３－２ 実践的指導力の養成と地域との連携 

〔現状説明〕 

実践的指導力を養成するための取り組みの第一歩として、教職課程受講の１年生全員に

参観実習を実施している。今までは児童・生徒の視点で学校活動を経験し、教師の仕事を

見て、教師になろうと考えてきたが、この参観実習では、教える立場、教師の視点で学校

の１日を体験し、学生の教育現場への理解を深め、教職に対する自覚を促し、進路選択の

機会を与えることを目的として実施している。さらに、教育ボランティア、教育インター

ンシップ、３年次の教育実習事前指導、４年次の教育実習に生かしていくことも期待して

いる。 

また、本学においては教育実践の質的充実を図り、地域との連携も踏まえて、各地域の

教育委員会・校長会と密接な連携のもと、教育実習協議会を実施し、意見交換や情報交換

を行っている。本学の学生の状況や、教育現場が求める教師像を軸とした教育実習生への

大学と実習校双方の指導の在り方等について協議を行い、情報を共有し、教員養成におけ

る学生指導の充実に努めている。 

〔長所・特色〕 

・参観実習の実施（資料３－２－１） 

近隣の教育委員会や校長会にお願いし、その管轄下の公立小学校・中学校で受け入

校を決めていたうえで、１校あたり５名程度の学生が登校時から下校までの終日参観

を行う。なお、それに際し、複数回の事前指導とガイダンスを行い、また受入れ校と

の連絡、確認なども全て学生が行う。時期は１０月下旬（教育学部は６月下旬）で、

当日は教員１名が引率する。参観実習受け入れ校は、幼稚園・保育園  １７園、小学校 

３１校、中学校 ５９校（春：１６校、秋：４３校）にのぼる。参観実習の実際の流れ

の概略は、  

 事前指導 ⇒ プロフィール文書作成 ⇒ 参観実習受け入れ校との事前打ち

合わせ ⇒ 参観実習当日 ⇒ 報告書の作成 となっている。 

・教育実習協議会の実施（資料３－２－２） 
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横浜市、川崎市、相模原市、町田市において、教育実習を受け入れていただいた学

校に、教育実習に関するアンケートを実施している。内容としては、教育実習生に対

する大学の指導について、教育実習に臨む学生の態度・姿勢について、大学への要望

について確認している。アンケート内容を市ごとにまとめ、その資料を基に、校長会

の代表者との協議会を実施している。アンケートの内容のみならず、教育実習生の最

近の特徴や、養成大学に臨むこと等について意見交換を行い、必要に応じて翌年の事

前指導に反映させるなどの対応を行っている。また、幼稚園や保育所との実習協議会

については、実習園、実習保育所を中心に、免許・資格の認定を持つ教育学部を中心

に開催している。なお、介護等体験の協議会も受け入れ施設や学校と同様に開催して

いるが、２０２２年度はコロナ禍により、現場での介護等体験を代替措置で対応した

ため、協議会も行わなかった。  

〔取り組み上の課題〕 

教育実習において、遠方の実習校への訪問指導を割愛する場合がある。そうした地域

での教育実習指導を充実させるために、教員経験者の卒業生等に協力を依頼するなど、

組織的な対応を検討することが必要となっている。卒業生のみならず、遠方地域におい

ても校長を経験した教育実習の指導に適した方を客員教授として採用し対応することも

検討している。 

学生には、学校体験活動に積極的に参加するよう、常に指導をしているが、参加する

意思はあっても、授業との関係から依頼校の要望とマッチしないケースがみられる。この

対応として今後の教育実習の在り方について、実施方法・期間等の見直しを予定してい

る。 

 

＜根拠となる資料・データ等＞ 

・資料３－２－１：私立大学の特色ある教職課程事例集Ⅴ（抜粋） 

・資料３－２－２：私立大学の特色ある教職課程事例集Ⅲ（抜粋） 
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Ⅲ．総合評価 

令和 4 年度は年度当初に計画した事業については、おおむね予定通りに実行

することができた。学生への指導・支援については、教師教育リサーチセンタ

ーを中心に各学部・学科の教員と連携を取りながら、また、教育委員会、学校

現場との連携の強化も図りながら、より質の高い教員養成に向けて、より多く

の教員就職ができるよう対応した。教員採用試験結果において、過去最高の名

簿登載率となったことを見ても、学生への指導・支援が適切に行われたと判断

できる。 

しかしながら、基準領域それぞれに課題はあり、今後も一つ一つの課題に対

して、具体的な検討をしながら、より質の高い教員養成に向けて取り組んでい

きたいと考えている。また、文部科学省答申、通知等について、本学の教員養

成の現状を踏まえながらその内容を精査し、改革・改善できるものから対応し

ていきたいと考えている。 

教師教育リサーチセンターの実施する事業については、令和 4 年度事業報告

書（教師教育リサーチセンター）として理事長（学長）の承認を得ている。教

職課程運営については、教職課程委員会での審議事項を中心としてまとめ、２

０２２年度自己点検・評価結果・改善計画 報告書および２０２２年度分科会

部会開催状況として教育研究活動等点検調査委員会に提出し理事長（学長）の

承認を得ている。本報告書については、上記の内容をもとに教師教育リサーチ

センターが点検を行い、報告書として取りまとめたものである。 
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Ⅳ 「教職課程自己点検評価報告書」作成プロセス 

教師教育リサーチセンターの実施する事業については、令和４年度事業報告

書（教師教育リサーチセンター）として理事長（学長）の承認を得ている。教

職課程運営については、教職課程委員会での審議事項を中心としてまとめ、２

０２２年度自己点検・評価結果・改善計画 報告書および２０２２年度分科会

部会開催状況として教育研究活動等点検調査委員会に提出し理事長（学長）の

承認を得ている。本報告書については、上記の内容をもとに、全私教協「教職

課程自己点検評価報告書」作成の手引き 令和４年度版（改訂版）に基づき、

教師教育リサーチセンターが点検を行い、報告書として取りまとめたものであ

る。 
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Ⅴ 現況基礎データ一覧              令和５年５月１日現在 

 

法人名 
     学校法人 玉川学園  

大学・学部名 
     玉川大学 

学科・コース名（必要な場合） 

1 卒業者数、教員免許取得者数、教員採用者数等（大学通学課程を集計）                

①  昨年度卒業者数 1,657 

②  ①のうち、就職者数 

（企業、公務員等を含む） 

1,345 

③  ①のうち、教員免許取得者の実数 

（複数免許取得者も 1 と数える） 

491 

④  ②のうち、教職に就いた者の数 

（正規採用＋臨時的任用の合計数） 

327 

⑤ のうち、正規採用者数 240 

⑥ のうち、臨時的任用者数 87 

２ 教員組織（令和 5 年 3 月 1 日現在） （令和 5 年 3 月 30 日現在） 

 教授 准教授 講師 助教 その他（非常勤講師） 

教員数 187 77 33 3 827 

相談員・支援員など専門職員数       26                       

 



 4

令和３年４月より募集停止

音 楽 学 科
ア ー ト ・ デ ザ イ ン 学 科
演 劇 ・ 舞 踊 学 科

令和３年４月より募集停止
令和３年４月より募集停止

大 学 院 マ ネ ジ メ ン ト 研 究 科 マ ネ ジ メ ン ト 専 攻 修 士 課 程

芸 術 専 攻 科 芸 術 専 攻

文 学 部 国 語 教 育 学 科

環 境 農 学 科
先 端 食 農 学 科

英 語 教 育 学 科

教 育 学 部 教 育 学 科

教職専攻専門職学位課程 ( 教職大学院）

大 学 院 脳 科 学 研 究 科 心 の 科 学 専 攻 修 士 課 程
脳 科 学 専 攻 博 士 課 程 後 期

メ デ ィ ア ・ デ ザ イ ン 学 科
芸 術 教 育 学 科

学校法人玉川学園組織機構図（令和4年4月1日施行）
高 等 教 育 機 関 大 学 院 文 学 研 究 科 人 間 学 専 攻 修 士 課 程

英 語 教 育 専 攻 修 士 課 程

大 学 院 農 学 研 究 科 資 源 生 物 学 専 攻 修 士 課 程

大 学 院 教 育 学 研 究 科 教 育 学 専 攻 修 士 課 程

資 源 生 物 学 専 攻 博 士 課 程 後 期

大 学 院 工 学 研 究 科 機 械 工 学 専 攻 修 士 課 程
電 子 情 報 工 学 専 攻 修 士 課 程
シ ス テ ム 科 学 専 攻 博 士 課 程 後 期

学 長 玉 川 大 学 農 学 部 生 産 農 学 科

ソ フ ト ウ ェ ア サ イ エ ン ス 学 科
マ ネ ジ メ ン ト サ イ エ ン ス 学 科
エ ン ジ ニ ア リ ン グ デ ザ イ ン 学 科

経 営 学 部 国 際 経 営 学 科

農 産 研 究 セ ン タ ー

工 学 部 情 報 通 信 工 学 科

副 学 長

リ ベ ラ ル ア ー ツ 学 部 リ ベ ラ ル ア ー ツ 学 科

観 光 学 部 観 光 学 科

通 信 教 育 課 程
乳 幼 児 発 達 学 科

全 人 教 育 研 究 セ ン タ ー
健 康 教 育 研 究 セ ン タ ー

芸 術 学 部

パ フ ォ ー ミ ン グ ・ ア ー ツ 学 科

デ ン マ ー ク ･ オ レ ロ ッ プ
高 等 体 操 学 校 東 洋 分 校

生 物 機 能 開 発 研 究 セ ン タ ー

常 任 会 菌 学 応 用 研 究 セ ン タ ー
人 文 科 学 研 究 セ ン タ ー
高 等 教 育 開 発 セ ン タ ー

高 等 教 育 附 置 機 関 教 育 学 術 情 報 図 書 館

教 育 博 物 館

学 術 研 究 所 Ｋ - １ ６ 一 貫 教 育 研 究 セ ン タ ー
ミ ツ バ チ 科 学 研 究 セ ン タ ー

量 子 情 報 数 理 研 究 セ ン タ ー
超 高 速 量 子 通 信 研 究 セ ン タ ー

教 師 教 育 リ サ ー チ セ ン タ ー 教 職 課 程 支 援 室
教 員 研 修 室

Ｉ Ｃ Ｔ 教 育 研 究 セ ン タ ー

教 務 課

理 事 会 理 事 長 研 究 促 進 室
知 的 財 産 本 部

評 議 員 会 脳 科 学 研 究 所 脳 シ ス テ ム 研 究 セ ン タ ー
脳 ・ 心 ・ 社 会 融 合 研 究 セ ン タ ー
先 端 知 能 ・ ロ ボ ッ ト 研 究 セ ン タ ー
（ AIBot 研 究 セ ン タ ー ）

営 業 課

学 務 課
授 業 運 営 課

学 生 支 援 セ ン タ ー 学 生 支 援 課
学 修 支 援 課

国 際 教 育 セ ン タ ー

Ｅ Ｌ Ｆ セ ン タ ー

Ｔ Ａ Ｐ セ ン タ ー

学 園 教 学 課
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日付：令和5年5月8日 

 

○玉川大学教師教育リサーチセンター規程 

平成18年４月１日制定 

改正 

平成21年４月１日 

平成24年４月１日 

平成27年４月１日 

玉川大学教師教育リサーチセンター規程 

（趣旨） 

第１条 玉川大学学則第61条に基づき、玉川大学教師教育リサーチセンター（以下「本センター」と

いう。）の運営について、本規程を定める。 

（目的） 

第２条 本センターは、教職に関する専門的研究（以下「本研究」という。）を行い、国内外の諸研

究・教育機関等と連携を密にし、玉川大学における教員養成等の充実を図ることを目的とする。さ

らに研究活動の成果を生かして、玉川大学に共通する教育職員免許状・資格の取得支援、教職に係

る就職支援を推進することを目的とする。 

（事業） 

第３条 本センターは、本研究・支援の目的を達成するために、教員研修室及び教職課程支援室を置

き、次の事業を行う。 

(１) 教職の専門的・総合的研究に関する事項 

(２) 教職のＦＤ・ＳＤ研修に関する事項 

(３) 教職課程（教育実習、保育実習、介護等体験、ボランティア等）に関する事項 

(４) 教育職員免許状・保育士等の資格取得に関する事項 

(５) 教員免許の許認可（大学院を含む。）に関する事項 

(６) 教員・保育士希望者の就職支援及びキャリアデザイン支援に関する事項 

(７) 教職課程委員会に関する事項 

(８) 教員免許状更新講習に関する事項 

(９) その他本センターに関する事項 

（重要事項） 

第４条 本センターの基本方針、事業計画の改正等に係る重要事項は、大学部長会の議を経て、学長

の承認をうけなければならない。 

（組織） 

第５条 本センターは、次の教職員をもって構成する。 

センター長、教授、准教授、助教、講師、研究員、事務職員 

２ 教職員は専任、兼担及び兼任（非常勤）とする。 

３ 本センターは、必要に応じて、国内外の諸研究・教育機関等からの推薦のあった者、本センター

が招聘する者等を客員教員として受け入れることができる。 

（センター長） 

第６条 センター長は、本センターの教育研究活動及び諸事業を統括する。 

２ 本センターは、必要に応じて副センター長を置くことができる。副センター長は、センター長を

補佐し、センター長の命を受けた業務を代行する。 

３ センター長の任期は２か年とし、再任を妨げない。 

（研究費） 

第７条 本センターの研究費は、本センター予算及び受託研究費等によるものとする。 

（委員会） 

第８条 本センターに、玉川大学教授会等運営規程第４条に基づき教職課程委員会を置く。 

２ 教職課程委員会に関する事項は、別に定める玉川大学教授会等運営規程による。 

３ 本センターに、教員免許状更新講習委員会を置く。 

４ 教員免許状更新講習委員会に関する事項は、別に定める。 
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附 則 

この規程は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年４月１日） 

この規程は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年４月１日） 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日） 

この規程は、平成27年４月１日から施行する。 



部署等別

性別

男 女 計

94 50 144

0 1 1

3,281 3,446 6,727

679 982 1,661

45 59 104

363 417 780

256 283 539

302 354 656

5,020 5,592 10,612

11 14 25

208 281 489

2 0 2

1 0 1

0 0 0

総合計 11,129

科目等履修生（通信教育課程）

聴講生

研究生

単位互換履修生

幼稚部

小学部

中学部

高等部

合　計

科目等履修生

大　学

（教育学部教育学科通信教育課程）

玉川学園 在籍者数 総括表

令和4年5月1日現在

大学院

芸術専攻科 芸術専攻

大　学



学年

修士課程・専門職学位課程

男 0 1 - - 1 0

人間学専攻 女 0 0 - - 0 0

計 0 1 - - 1 0

男 3 0 - - 3 2

英語教育専攻 女 1 3 - - 4 0

計 4 3 - - 7 2

男 12 8 - - 20 12

資源生物学専攻 女 5 5 - - 10 0

計 17 13 - - 30 12

男 1 0 - - 1 4

機械工学専攻 女 1 0 - - 1 0

計 2 0 - - 2 4

男 8 11 - - 19 2

電子情報工学専攻 女 1 1 - - 2 1

計 9 12 - - 21 3

男 3 2 - - 5 0

マネジメント専攻 女 2 3 - - 5 3

計 5 5 - - 10 3

男 12 3 - - 15 6

教育学専攻 女 11 8 - - 19 7

計 23 11 - - 34 13

男 17 3 - - 20 9

教職専攻 女 6 1 - - 7 5

計 23 4 - - 27 14

男 1 0 - - 1 1

心の科学専攻 女 0 0 - - 0 0

計 1 0 - - 1 1

男 57 28 - - 85 36

女 27 21 - - 48 16

計 84 49 - - 133 52

学年

博士課程後期

男 3 1 2 - 6 0

資源生物学専攻 女 0 1 0 - 1 0

計 3 2 2 - 7 0

男 0 0 1 - 1 1

システム科学専攻 女 0 0 0 - 0 0

計 0 0 1 - 1 1

男 1 0 1 - 2 0

脳科学専攻 女 0 0 1 - 1 0

計 1 0 2 - 3 0

男 4 1 4 - 9 1

女 0 1 1 - 2 0

計 4 2 5 - 11 1

男 0 - - - 0 0

女 1 - - - 1 1

計 1 - - - 1 1

芸術専攻科 芸術専攻

注：修士課程長期履修学生3年・4年コースの学生は2年次に含む。

合計

令和3年度

修了者数

農

　

学

研

究

科

工

　

学

研

究

科

脳

科

学

研

究

科

博士課程後期 合計

４年

修士課程・専門職学位課程 合計

１年 ２年 ３年

脳

科

学

研

究

科

大学院・芸術専攻科 在籍者数

令和4年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 合計

令和3年度

修了者数

文

学

研

究

科

農

　

学

研

究

科

工

学

研

究

科

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

研

究

科

教

育

学

研

究

科



学年

部別

男 40 ( 0 ) 22 32 42 136 33

国語教育学科 女 43 ( 2 ) 32 29 26 130 23

計 83 ( 2 ) 54 61 68 266 56

男 45 ( 0 ) 26 52 35 158 38

英語教育学科 女 45 ( 1 ) 47 35 44 171 41

計 90 ( 1 ) 73 87 79 329 79

男 85 ( 0 ) 48 84 77 294 71

文学部計 女 88 ( 3 ) 79 64 70 301 64

計 173 ( 3 ) 127 148 147 595 135

男 76 ( 2 ) 85 85 120 366 99

生産農学科 女 34 ( 0 ) 44 48 55 181 40

計 110 ( 2 ) 129 133 175 547 139

男 27 ( 0 ) 17 25 52 121 41

環境農学科 女 15 ( 0 ) 11 13 23 62 24

計 42 ( 0 ) 28 38 75 183 65

男 55 ( 4 ) 41 30 40 166 36

先端食農学科 女 31 ( 4 ) 30 40 33 134 35

計 86 ( 8 ) 71 70 73 300 71

男 158 ( 6 ) 143 140 212 653 176

農学部計 女 80 ( 4 ) 85 101 111 377 99

計 238 ( 10 ) 228 241 323 1,030 275

男 73 ( 0 ) 55 57 58 243 45

情報通信工学科 女 12 ( 0 ) 2 4 8 26 7

計 85 ( 0 ) 57 61 66 269 52

男 70 ( 1 ) 59 55 63 247 46

ソフトウェアサイエンス学科 女 12 ( 0 ) 12 10 15 49 11

計 82 ( 1 ) 71 65 78 296 57

男 52 ( 3 ) 41 54 51 198 46

マネジメントサイエンス学科 女 25 ( 1 ) 11 25 18 79 14

計 77 ( 4 ) 52 79 69 277 60

男 40 ( 1 ) 28 33 44 145 37

エンジニアリングデザイン学科 女 12 ( 0 ) 5 5 4 26 12

計 52 ( 1 ) 33 38 48 171 49

男 235 ( 5 ) 183 199 216 833 174

工学部計 女 61 ( 1 ) 30 44 45 180 44

計 296 ( 6 ) 213 243 261 1,013 218

  注 ：（   ）内数値は本学園高等部からの入学者数を示す。

文

学

部

農

学

部

工

学

部

大学 在籍者数 １－１

令和4年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 合計

令和3年度

卒業者数



学年

部別

男 116 ( 5 ) 81 86 75 358 71

国際経営学科 女 51 ( 1 ) 39 41 49 180 44

計 167 ( 6 ) 120 127 124 538 115

男 93 ( 3 ) 104 114 137 448 140

教育学科 女 149 ( 7 ) 139 137 148 573 147

計 242 ( 10 ) 243 251 285 1,021 287

男 1 ( 0 ) 1 2 2 6 6

乳幼児発達学科 女 83 ( 6 ) 83 79 84 329 79

計 84 ( 6 ) 84 81 86 335 85

男 94 ( 3 ) 105 116 139 454 146

教育学部計 女 232 ( 13 ) 222 216 232 902 226

（通信教育課程を除く） 計 326 ( 16 ) 327 332 371 1,356 372

男 - ( - ) - 12 20 32 21

パフォーミング・アーツ学科 女 - ( - ) - 88 118 206 93

計 - ( - ) - 100 138 238 114

男 - ( - ) - 34 40 74 39

メディア・デザイン学科 女 - ( - ) - 73 58 131 51

計 - ( - ) - 107 98 205 90

男 - ( - ) - 14 13 27 8

芸術教育学科 女 - ( - ) - 38 27 65 32

計 - ( - ) - 52 40 92 40

男 15 ( 0 ) 11 - - 26 -

音楽学科 女 27 ( 0 ) 31 - - 58 -

計 42 ( 0 ) 42 - - 84 -

男 39 ( 2 ) 44 - - 83 -

アート・デザイン学科 女 87 ( 8 ) 74 - - 161 -

計 126 ( 10 ) 118 - - 244 -

男 20 ( 2 ) 14 - - 34 -

演劇・舞踊学科 女 95 ( 0 ) 88 - - 183 -

計 115 ( 2 ) 102 - - 217 -

男 74 ( 4 ) 69 60 73 276 68

芸術学部計 女 209 ( 8 ) 193 199 203 804 176

計 283 ( 12 ) 262 259 276 1,080 244

男 90 ( 1 ) 63 77 94 324 82

リベラルアーツ学部計 女 104 ( 3 ) 104 78 113 399 97

計 194 ( 4 ) 167 155 207 723 179

男 22 ( 1 ) 18 16 33 89 21

観光学部計 女 47 ( 2 ) 68 76 112 303 66

計 69 ( 3 ) 86 92 145 392 87

男 874 ( 25 ) 710 778 919 3,281 809

女 872 ( 35 ) 820 819 935 3,446 816

計 1,746 ( 60 ) 1,530 1,597 1,854 6,727 1,625

　注　：（    ）内数値は本学園高等部からの入学者数を示す。

観

光

学

部

合　計

リ

ベ

ラ

ル

ア

ー

ツ

学

部

大学 在籍者数 １－２

令和4年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 合計

令和3年度

卒業者数

経

営

学

部

教

育

学

部

教育学科

通信教育課程

（1-3に記載）

芸

術

学

部



部別

男 887 13

教育学科通信教育課程計 女 1,263 28

計 2,150 41

教

育

学

部

679 208

982 281

1,661 489

大学 在籍者数 １－３

令和4年5月1日現在

在籍種別

正科生 科目等履修生 合計

令和3年度

卒業者数



年令

性別

11 19 45 22

23 21 59 28

34 40 104 50

学年

性別

65 ( 22 ) 62 72 61 65 38 363 50

69 ( 27 ) 72 66 73 66 71 417 73

134 ( 49 ) 134 138 134 131 109 780 123

学年

性別

87 ( 44 ) 90 79 256 89

109 ( 64 ) 99 75 283 104

196 ( 108 ) 189 154 539 193

学年

性別

101 ( 77 ) 95 106 0 302 97

119 ( 89 ) 117 118 0 354 124

220 ( 166 ) 212 224 0 656 221

注：初等中等教育機関の学年は、中学部は７～９年、高等部は10～12年と表記する。

高等部 在籍者数

令和4年5月1日現在

10年 11年 12年 専攻科 合計

令和3年度

卒業者数

男子

女子

計

注：（       ）内数値は本学園の各学校からの進学者数を示す。

注：初等中等教育機関は、寄附行為第４条に規定する学校表記とする。

計

男子

女子

計

中学部 在籍者数

令和4年5月1日現在

７年 ８年 ９年 合計

令和3年度

卒業者数

男子

女子

小学部 在籍者数

令和4年5月1日現在

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計

令和3年度

卒業者数

男子 15

女子 15

計 30

幼稚部 在籍者数

令和4年5月1日現在

３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

令和3年度

卒園者数



令和4年5月1日現在

男 1

女 0

男 0

女 4

男 5

女 1

男 0

女 1

男 5

女 8

男 11

女 14

計 25

男 208

女 281

計 489

令和4年5月1日現在

男 2

女 0

計 2

令和4年5月1日現在

男 1

女 0

計 1

令和4年5月1日現在

男 0

女 0

計 0

合　計

研究生 在籍者数

研究生

合　計

単位互換履修生 在籍者数

単位互換履修生

合　計

教育学部 教育学科（通信教育課程）

合　計

聴講生 在籍者数

聴講生

合　計

教育学部 教育学科

芸術学部 演劇・舞踊学科

教育学研究科 教育学専攻

科目等履修生 在籍者数

　　　 部別

科目等履修生

文学部

国語教育学科

英語教育学科



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和4年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

男 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

男 2 0 0 2 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0

女 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

計 3 0 0 3 0 3 0 0 3 0 0 0 0 0 0

男 4 0 0 4 0 4 0 0 4 0 0 0 0 0 0

女 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0

計 5 0 0 5 0 4 0 0 4 0 1 0 0 1 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

男 5 3 0 2 0 5 3 0 2 0 0 0 0 0 0

女 4 1 0 3 0 4 1 0 3 0 0 0 0 0 0

計 9 4 0 5 0 9 4 0 5 0 0 0 0 0 0

男 7 7 0 0 0 7 7 0 0 0 0 0 0 0 0

女 6 3 0 3 0 6 3 0 3 0 0 0 0 0 0

計 13 10 0 3 0 13 10 0 3 0 0 0 0 0 0

男 7 0 0 7 0 7 0 0 7 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 7 0 0 7 0 7 0 0 7 0 0 0 0 0 0

男 26 10 0 16 0 26 10 0 16 0 0 0 0 0 0

女 12 4 0 8 0 11 4 0 7 0 1 0 0 1 0

計 38 14 0 24 0 37 14 0 23 0 1 0 0 1 0

男 10 6 0 4 0 10 6 0 4 0 0 0 0 0 0

女 7 4 0 3 0 7 4 0 3 0 0 0 0 0 0

計 17 10 0 7 0 17 10 0 7 0 0 0 0 0 0

男 10 8 0 2 0 10 8 0 2 0 0 0 0 0 0

女 11 4 0 7 0 11 4 0 7 0 0 0 0 0 0

計 21 12 0 9 0 21 12 0 9 0 0 0 0 0 0

男 20 14 0 6 0 20 14 0 6 0 0 0 0 0 0

女 18 8 0 10 0 18 8 0 10 0 0 0 0 0 0

計 38 22 0 16 0 38 22 0 16 0 0 0 0 0 0

男 38 21 0 17 0 34 18 0 16 0 4 3 0 1 0

女 13 9 1 3 0 12 9 0 3 0 1 0 1 0 0

計 51 30 1 20 0 46 27 0 19 0 5 3 1 1 0

男 18 11 0 7 0 15 8 0 7 0 3 3 0 0 0

女 3 3 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0

計 21 14 0 7 0 18 11 0 7 0 3 3 0 0 0

男 10 7 0 3 0 10 7 0 3 0 0 0 0 0 0

女 6 5 1 0 0 5 4 1 0 0 1 1 0 0 0

計 16 12 1 3 0 15 11 1 3 0 1 1 0 0 0

男 66 39 0 27 0 59 33 0 26 0 7 6 0 1 0

女 22 17 2 3 0 20 16 1 3 0 2 1 1 0 0

計 88 56 2 30 0 79 49 1 29 0 9 7 1 1 0

男 22 10 0 12 0 20 10 0 10 0 2 0 0 2 0

女 1 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

計 23 10 0 13 0 21 10 0 11 0 2 0 0 2 0

男 14 10 0 4 0 14 10 0 4 0 0 0 0 0 0

女 13 0 0 13 0 4 0 0 4 0 9 0 0 9 0

計 27 10 0 17 0 18 10 0 8 0 9 0 0 9 0

男 18 8 0 10 0 18 8 0 10 0 0 0 0 0 0

女 3 1 0 2 0 3 1 0 2 0 0 0 0 0 0

計 21 9 0 12 0 21 9 0 12 0 0 0 0 0 0

男 26 10 2 14 0 22 10 0 12 0 4 0 2 2 0

女 3 0 0 3 0 1 0 0 1 0 2 0 0 2 0

計 29 10 2 17 0 23 10 0 13 0 6 0 2 4 0

男 80 38 2 40 0 74 38 0 36 0 6 0 2 4 0

女 20 1 0 19 0 9 1 0 8 0 11 0 0 11 0

計 100 39 2 59 0 83 39 0 44 0 17 0 2 15 0

男 30 13 0 17 0 30 13 0 17 0 0 0 0 0 0

女 9 3 0 6 0 9 3 0 6 0 0 0 0 0 0

計 39 16 0 23 0 39 16 0 23 0 0 0 0 0 0

男 30 13 0 17 0 30 13 0 17 0 0 0 0 0 0

女 9 3 0 6 0 9 3 0 6 0 0 0 0 0 0

計 39 16 0 23 0 39 16 0 23 0 0 0 0 0 0

ソフトウェアサイエンス学科

マネジメントサイエンス学科

エンジニアリングデザイン学科

工学部

国際経営学科

文学部

生産農学科

環境農学科

先端食農学科

経営学部

職　　員

玉川大学

文学研究科

農学研究科

工学研究科

マネジメント研究科

教育学研究科

教職専攻専門職学位課程

（教職大学院）

脳科学研究科

大学院

国語教育学科

教　職　員 教　　員

農学部

情報通信工学科

英語教育学科



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和4年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

職　　員教　職　員 教　　員

男 126 29 0 97 0 125 29 0 96 0 1 0 0 1 0

女 96 13 0 83 0 94 13 0 81 0 2 0 0 2 0

計 222 42 0 180 0 219 42 0 177 0 3 0 0 3 0

男 16 5 0 11 0 15 5 0 10 0 1 0 0 1 0

女 22 5 0 17 0 21 5 0 16 0 1 0 0 1 0

計 38 10 0 28 0 36 10 0 26 0 2 0 0 2 0

男 142 34 0 108 0 140 34 0 106 0 2 0 0 2 0

女 118 18 0 100 0 115 18 0 97 0 3 0 0 3 0

計 260 52 0 208 0 255 52 0 203 0 5 0 0 5 0

男 12 10 0 2 0 12 10 0 2 0 0 0 0 0 0

女 7 2 0 5 0 6 2 0 4 0 1 0 0 1 0

計 19 12 0 7 0 18 12 0 6 0 1 0 0 1 0

男 12 6 1 5 0 11 6 0 5 0 1 0 1 0 0

女 22 12 0 10 0 20 10 0 10 0 2 2 0 0 0

計 34 18 1 15 0 31 16 0 15 0 3 2 1 0 0

男 14 8 0 6 0 11 7 0 4 0 3 1 0 2 0

女 10 2 0 8 0 9 2 0 7 0 1 0 0 1 0

計 24 10 0 14 0 20 9 0 11 0 4 1 0 3 0

男 37 1 0 36 0 35 1 0 34 0 2 0 0 2 0

女 36 1 0 35 0 30 1 0 29 0 6 0 0 6 0

計 73 2 0 71 0 65 2 0 63 0 8 0 0 8 0

男 17 2 0 15 0 17 2 0 15 0 0 0 0 0 0

女 14 0 0 14 0 14 0 0 14 0 0 0 0 0 0

計 31 2 0 29 0 31 2 0 29 0 0 0 0 0 0

男 2 0 0 2 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0

女 12 0 0 12 0 12 0 0 12 0 0 0 0 0 0

計 14 0 0 14 0 14 0 0 14 0 0 0 0 0 0

男 94 27 1 66 0 88 26 0 62 0 6 1 1 4 0

女 101 17 0 84 0 91 15 0 76 0 10 2 0 8 0

計 195 44 1 150 0 179 41 0 138 0 16 3 1 12 0

男 27 14 0 13 0 27 14 0 13 0 0 0 0 0 0

女 24 11 0 13 0 22 11 0 11 0 2 0 0 2 0

計 51 25 0 26 0 49 25 0 24 0 2 0 0 2 0

男 27 14 0 13 0 27 14 0 13 0 0 0 0 0 0

女 24 11 0 13 0 22 11 0 11 0 2 0 0 2 0

計 51 25 0 26 0 49 25 0 24 0 2 0 0 2 0

男 14 12 0 2 0 14 12 0 2 0 0 0 0 0 0

女 4 2 0 2 0 4 2 0 2 0 0 0 0 0 0

計 18 14 0 4 0 18 14 0 4 0 0 0 0 0 0

男 14 12 0 2 0 14 12 0 2 0 0 0 0 0 0

女 4 2 0 2 0 4 2 0 2 0 0 0 0 0 0

計 18 14 0 4 0 18 14 0 4 0 0 0 0 0 0

男 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

女 9 5 1 0 3 0 0 0 0 0 9 5 1 0 3

計 13 8 2 0 3 0 0 0 0 0 13 8 2 0 3

男 7 6 0 1 0 5 4 0 1 0 2 2 0 0 0

女 6 3 0 2 1 2 1 0 1 0 4 2 0 1 1

計 13 9 0 3 1 7 5 0 2 0 6 4 0 1 1

男 31 11 0 20 0 31 11 0 20 0 0 0 0 0 0

女 7 3 0 4 0 6 3 0 3 0 1 0 0 1 0

計 38 14 0 24 0 37 14 0 23 0 1 0 0 1 0

男 6 3 2 1 0 0 0 0 0 0 6 3 2 1 0

女 19 4 7 0 8 0 0 0 0 0 19 4 7 0 8

計 25 7 9 1 8 0 0 0 0 0 25 7 9 1 8

男 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0

男 40 16 2 22 0 31 11 0 20 0 9 5 2 2 0

女 26 7 7 4 8 6 3 0 3 0 20 4 7 1 8

計 66 23 9 26 8 37 14 0 23 0 29 9 9 3 8

男 76 11 5 60 0 76 11 5 60 0 0 0 0 0 0

女 15 1 0 14 0 14 1 0 13 0 1 0 0 1 0

計 91 12 5 74 0 90 12 5 73 0 1 0 0 1 0

男 10 5 0 5 0 10 5 0 5 0 0 0 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 10 5 0 5 0 10 5 0 5 0 0 0 0 0 0

学術研究所

脳科学研究所

量子情報科学研究所

教育学術情報図書館

教育博物館

学術研究所

研究促進室

知的財産本部

リベラルアーツ学部

観光学科

観光学部

音楽学科

アート・デザイン学科

演劇・舞踊学科

パフォーミング・アーツ学科

メディア・デザイン学科

芸術教育学科

教育学部

芸術学部

リベラルアーツ学科

教育学科

乳幼児発達学科



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和4年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

職　　員教　職　員 教　　員

男 42 9 0 33 0 34 1 0 33 0 8 8 0 0 0

女 22 6 0 11 5 11 0 0 11 0 11 6 0 0 5

計 64 15 0 44 5 45 1 0 44 0 19 14 0 0 5

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 4 2 0 1 1 1 0 0 1 0 3 2 0 0 1

計 4 2 0 1 1 1 0 0 1 0 3 2 0 0 1

男 42 9 0 33 0 34 1 0 33 0 8 8 0 0 0

女 26 8 0 12 6 12 0 0 12 0 14 8 0 0 6

計 68 17 0 45 6 46 1 0 45 0 22 16 0 0 6

男 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

女 5 3 0 0 2 0 0 0 0 0 5 3 0 0 2

計 6 4 0 0 2 0 0 0 0 0 6 4 0 0 2

男 28 6 0 22 0 28 6 0 22 0 0 0 0 0 0

女 25 10 0 15 0 21 6 0 15 0 4 4 0 0 0

計 53 16 0 37 0 49 12 0 37 0 4 4 0 0 0

男 5 3 1 1 0 2 2 0 0 0 3 1 1 1 0

女 4 3 0 0 1 0 0 0 0 0 4 3 0 0 1

計 9 6 1 1 1 2 2 0 0 0 7 4 1 1 1

男 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0

女 8 7 0 0 1 0 0 0 0 0 8 7 0 0 1

計 12 11 0 0 1 0 0 0 0 0 12 11 0 0 1

男 7 4 0 0 3 0 0 0 0 0 7 4 0 0 3

女 39 6 1 0 32 0 0 0 0 0 39 6 1 0 32

計 46 10 1 0 35 0 0 0 0 0 46 10 1 0 35

男 11 11 0 0 0 0 0 0 0 0 11 11 0 0 0

女 27 18 0 0 9 0 0 0 0 0 27 18 0 0 9

計 38 29 0 0 9 0 0 0 0 0 38 29 0 0 9

男 22 19 0 0 3 0 0 0 0 0 22 19 0 0 3

女 74 31 1 0 42 0 0 0 0 0 74 31 1 0 42

計 96 50 1 0 45 0 0 0 0 0 96 50 1 0 45

男 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0

女 7 4 0 0 3 0 0 0 0 0 7 4 0 0 3

計 12 9 0 0 3 0 0 0 0 0 12 9 0 0 3

男 4 3 0 1 0 0 0 0 0 0 4 3 0 1 0

女 10 2 0 2 6 0 0 0 0 0 10 2 0 2 6

計 14 5 0 3 6 0 0 0 0 0 14 5 0 3 6

男 9 8 0 1 0 0 0 0 0 0 9 8 0 1 0

女 17 6 0 2 9 0 0 0 0 0 17 6 0 2 9

計 26 14 0 3 9 0 0 0 0 0 26 14 0 3 9

男 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 0 0 0

女 3 2 0 0 1 0 0 0 0 0 3 2 0 0 1

計 9 8 0 0 1 0 0 0 0 0 9 8 0 0 1

男 6 4 2 0 0 0 0 0 0 0 6 4 2 0 0

女 5 3 1 0 1 0 0 0 0 0 5 3 1 0 1

計 11 7 3 0 1 0 0 0 0 0 11 7 3 0 1

男 12 10 2 0 0 0 0 0 0 0 12 10 2 0 0

女 8 5 1 0 2 0 0 0 0 0 8 5 1 0 2

計 20 15 3 0 2 0 0 0 0 0 20 15 3 0 2

男 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0

女 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0

計 8 8 0 0 0 0 0 0 0 0 8 8 0 0 0

男 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

女 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

計 6 5 1 0 0 0 0 0 0 0 6 5 1 0 0

男 762 305 14 440 3 664 234 5 425 0 98 71 9 15 3

女 550 169 13 294 74 354 89 1 264 0 196 80 12 30 74

計 1312 474 27 734 77 1018 323 6 689 0 294 151 21 45 77

入試広報部

キャリアセンター

継続学習センター

玉川大学

教学部

学生支援課

学修支援課

学生支援センター

入試課

入試広報課

国際教育センター

ＥＬＦセンター

ＴＡＰセンター

教務課

学務課

授業運営課

教職課程支援室

教員研修室

教師教育リサーチセンター



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和4年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

職　　員教　職　員 教　　員

男 2 1 1 0 0 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0

女 19 3 6 10 0 17 3 4 10 0 2 0 2 0 0

計 21 4 7 10 0 19 4 5 10 0 2 0 2 0 0

男 33 22 11 0 0 26 22 4 0 0 7 0 7 0 0

女 33 14 15 4 0 27 14 9 4 0 6 0 6 0 0

計 66 36 26 4 0 53 36 13 4 0 13 0 13 0 0

男 32 25 6 1 0 32 25 6 1 0 0 0 0 0 0

女 25 10 7 8 0 24 10 6 8 0 1 0 1 0 0

計 57 35 13 9 0 56 35 12 9 0 1 0 1 0 0

男 47 34 7 6 0 46 34 6 6 0 1 0 1 0 0

女 32 14 9 9 0 29 14 8 7 0 3 0 1 2 0

計 79 48 16 15 0 75 48 14 13 0 4 0 2 2 0

男 4 2 1 1 0 1 0 0 1 0 3 2 1 0 0

女 5 2 1 1 1 1 0 0 1 0 4 2 1 0 1

計 9 4 2 2 1 2 0 0 2 0 7 4 2 0 1

男 9 1 8 0 0 0 0 0 0 0 9 1 8 0 0

女 5 2 3 0 0 0 0 0 0 0 5 2 3 0 0

計 14 3 11 0 0 0 0 0 0 0 14 3 11 0 0

男 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

女 5 1 0 1 3 1 0 0 1 0 4 1 0 0 3

計 7 2 1 1 3 1 0 0 1 0 6 2 1 0 3

男 15 4 10 1 0 1 0 0 1 0 14 4 10 0 0

女 15 5 4 2 4 2 0 0 2 0 13 5 4 0 4

計 30 9 14 3 4 3 0 0 3 0 27 9 14 0 4

男 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0

女 30 13 4 4 9 0 0 0 0 0 30 13 4 4 9

計 34 17 4 4 9 0 0 0 0 0 34 17 4 4 9

男 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

女 4 3 0 0 1 0 0 0 0 0 4 3 0 0 1

計 6 5 0 0 1 0 0 0 0 0 6 5 0 0 1

男 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 0 0 0

女 34 16 4 4 10 0 0 0 0 0 34 16 4 4 10

計 40 22 4 4 10 0 0 0 0 0 40 22 4 4 10

男 135 92 35 8 0 107 82 17 8 0 28 10 18 0 0

女 158 62 45 37 14 99 41 27 31 0 59 21 18 6 14

計 293 154 80 45 14 206 123 44 39 0 87 31 36 6 14

学園入試広報課

学園教学部

玉川学園

図書・情報活用推進室

アカデミックサポートセンター

学園教学課

玉川学園

幼稚部

中学部

高等部

ＥＳ推進室

国際教育推進室

小学部



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和4年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

職　　員教　職　員 教　　員

男 14 11 1 2 0 0 0 0 0 0 14 11 1 2 0

女 7 3 2 1 1 0 0 0 0 0 7 3 2 1 1

計 21 14 3 3 1 0 0 0 0 0 21 14 3 3 1

男 6 5 1 0 0 0 0 0 0 0 6 5 1 0 0

女 4 1 1 1 1 0 0 0 0 0 4 1 1 1 1

計 10 6 2 1 1 0 0 0 0 0 10 6 2 1 1

男 5 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0

女 4 2 1 0 1 0 0 0 0 0 4 2 1 0 1

計 9 7 1 0 1 0 0 0 0 0 9 7 1 0 1

男 25 21 2 2 0 0 0 0 0 0 25 21 2 2 0

女 15 6 4 2 3 0 0 0 0 0 15 6 4 2 3

計 40 27 6 4 3 0 0 0 0 0 40 27 6 4 3

男 7 5 0 2 0 1 1 0 0 0 6 4 0 2 0

女 11 9 2 0 0 0 0 0 0 0 11 9 2 0 0

計 18 14 2 2 0 1 1 0 0 0 17 13 2 2 0

男 7 5 0 2 0 1 1 0 0 0 6 4 0 2 0

女 11 9 2 0 0 0 0 0 0 0 11 9 2 0 0

計 18 14 2 2 0 1 1 0 0 0 17 13 2 2 0

男 6 5 1 0 0 0 0 0 0 0 6 5 1 0 0

女 6 4 0 0 2 0 0 0 0 0 6 4 0 0 2

計 12 9 1 0 2 0 0 0 0 0 12 9 1 0 2

男 5 1 0 4 0 0 0 0 0 0 5 1 0 4 0

女 10 2 3 5 0 0 0 0 0 0 10 2 3 5 0

計 15 3 3 9 0 0 0 0 0 0 15 3 3 9 0

男 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

女 3 2 1 0 0 0 0 0 0 0 3 2 1 0 0

計 5 3 2 0 0 0 0 0 0 0 5 3 2 0 0

男 45 33 4 8 0 1 1 0 0 0 44 32 4 8 0

女 45 23 10 7 5 0 0 0 0 0 45 23 10 7 5

計 90 56 14 15 5 1 1 0 0 0 89 55 14 15 5

男 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

男 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

女 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0

計 6 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 0 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

計 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0

男 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2 1 0 1 0

女 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0

計 3 1 1 1 0 0 0 0 0 0 3 1 1 1 0

男 6 4 0 2 0 0 0 0 0 0 6 4 0 2 0

女 4 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4 3 1 0 0

計 10 7 1 2 0 0 0 0 0 0 10 7 1 2 0

男 6 3 0 3 0 0 0 0 0 0 6 3 0 3 0

女 3 2 0 1 0 0 0 0 0 0 3 2 0 1 0

計 9 5 0 4 0 0 0 0 0 0 9 5 0 4 0

男 16 10 0 6 0 0 0 0 0 0 16 10 0 6 0

女 14 11 2 1 0 0 0 0 0 0 14 11 2 1 0

計 30 21 2 7 0 0 0 0 0 0 30 21 2 7 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 3 1 1 0 1 0 0 0 0 0 3 1 1 0 1

計 3 1 1 0 1 0 0 0 0 0 3 1 1 0 1

秘書課

教育情報・企画部

玉川アスレチック・デパートメント

玉川アスレチック・デパートメント

法人部門

監査室

監査室

教育情報・企画部

ＥＱＡ課

情報・調査課

資金運用課

広報課

総務課

管財課

情報基盤システム課

総務部

人事課

人事部

経理部

保健センター　健康院

学友会事務部

法人部門



教 職 員 在 籍 者 数 （所属別）

令和4年5月1日現在

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

職　　員教　職　員 教　　員

男 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 0

男 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0

男 5 4 1 0 0 0 0 0 0 0 5 4 1 0 0

女 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 5 4 1 0 0 0 0 0 0 0 5 4 1 0 0

男 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

女 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

計 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

男 5 4 1 0 0 0 0 0 0 0 5 4 1 0 0

女 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

計 6 4 1 0 1 0 0 0 0 0 6 4 1 0 1

合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート 合計 専任 嘱託 非常勤 パート

男 964 444 55 462 3 772 317 22 433 0 192 127 33 29 3

女 771 266 71 339 95 453 130 28 295 0 318 136 43 44 95

計 1735 710 126 801 98 1225 447 50 728 0 510 263 76 73 98

注１：教員は、教授、准教授、助教、講師、助手、研究員、教諭、養護教諭、常勤講師をいう。

注２：職員は、事務職員、技術職員、技術指導員、指導員、実習助手、英語ティーチングスタッフ、

　　　IB担当教員（IB教諭3名、IB嘱託教諭2名,IB嘱託教員17名除く）及びBLES担当教員（BLES教諭1名、BLES嘱託教員3名を除く）をいう。

注３：教職員数に非常勤の理事及び監事は含まない。

注４：出向者は出向元のみでカウントし、出向先の数には含まない。

教    員 職    員

総合計

教  職  員

編集課

営業課

出版部

購買部

収益事業部門

収益事業部門



令和3年5月17日
第2回教職課程委員会

1年生 2年生 3年生 4年生

英語教育学科 71 57 60 42 230

国語教育学科※2 77 46 44 41 208

計 148 103 104 83 438

生産農学科 19 32 26 42 119

計 19 32 26 42 119

ソフトウェアサイエンス学科※3 18 8 12 3 41

マネジメントサイエンス学科※4 57 26 29 27 139

情報通信工学科 5 3 3 0 11

計 80 37 44 30 191

教育学科（幼稚園） 7 9 12 10 38

教育学科（小学校） 142 155 142 168 607

教育学科（社会・公民・地歴） 50 27 30 19 126

教育学科（保健体育） 43 50 54 50 197

乳幼児発達学科 84 83 81 85 333

計 326 324 319 332 1301

芸術教育学科（音楽） - - 31 13 44

芸術教育学科（美術） - - 6 7 13

音楽学科 27 26 - - 53

アート・デザイン学科 14 10 - - 24

計 41 36 37 20 134

合計 614 532 530 507 2183

令和4年度　教職課程受講者数（通学課程）

令和4年5月1日現在

学部名 学科名
人数

計

文学部

農学部

工学部

教育学部

芸術学部























1

令和4年度
教職課程受講ガイダンス

教師教育リサーチセンター

1

教員になるには

2

教員免許状を取得する

※教職課程を受講し、免許状取得に必要な単位を

修得する。

→併せて教員になるための力量を身につける

採用試験に合格する

※教職課程の受講者対象の対策講座等に出席し、

試験合格の対策を行う。

教員になるにあたって必要な条件

3

玉川大学が目指す教師像①

玉川大学が目指す教師像＝玉川教師訓

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ4参照 4

玉川教師訓を実践できる教師の育成を本学は目
指します。そのために必要な次の4つの力量を備え
た教師を養成します。

①確かな学力と健やかな体を育てる「学習指導力」

②豊かな心を育て自己実現を図る「幼児・児童・

生徒指導力」

③ともに高めあうクラスをつくる「学級経営力」

④新たな学校づくりを推進する「協働力」

玉川大学が目指す教師像②

▶「教職課程受講ガイド」ｐ4参照 5

教職課程受講支援プログラム①

玉川大学では教職課程受講支援プログラム

（次ページ）を設定しています。

4年間での長期間において、免許状に必要な単
位数を修得し、採用試験の対策しつつ、4つの力
量をしっかり身につけられるよう設定しています。

6



2

教職課程受講支援プログラム②
１セメスター ２セメスター ３セメスター ４セメスター ５セメスター ６セメスター ７セメスター ８セメスター

ステップ

教科の基礎を学ぶ

教職の意義と基礎理論を学ぶ

教科・教職の専門性と実践力を養
う

総まとめ

指導法の基礎を学ぶ

実践と応用

学外実習など

参観実習 介護等体験（事前指導含む） 教育実習先開拓、事前指導、現場実習、事後指導

ボランティア・インターンシップなど学校現場他における活動

手続きなど

判定

受講登録申請

履修登録 履修登録

受講登録継続申請

履修登録 履修登録

受講登録継続申請

履修登録 履修登録

受講登録継続申請

履修登録 履修登録

判定 実習許可判定 教職判定

教員免許状の申請

大
学
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム（
授
業
） 教科に関する科目・教職に関する科目の学習

教科の指導法に関する学習

教科の専門的な学習

教育実習
事前指導

教育実習

教職実践演習

教育実習

事後指導

ガイダンス

【模擬試験】

筆記・面接・小論文等試験対策

【模擬試験・対策講座・自主勉強会等】

筆記・面接・小論文等試験対策、総まとめ

【模擬試験・対策講座・自主勉強会等】

教員採用試験

【直前対策等】

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ18・19参照 7

教師教育リサーチセンターについて

8

教師教育リサーチセンターについて

• 教員・保育士を目指す皆さんの総合窓口

• 経塚オフィス棟１階。

• 教育・保育実習、介護等体験、学校ボラン
ティア、教員免許状の申請、教員就職支援等

• 教職サポートルーム（所属される先生方の研
究室と自学習のための支援室）

9

＜問い合わせメールアドレス＞

kyoshoku@tamagawa.ac.jp

モニター

★自主勉強室

経塚オフィス棟内１階レイアウト

カウンター

入試広報部

ブース
①

ブース
②

ブース
③

ブース
④

ブース
⑤

ブース
Ｄ

ブース
Ｃ

ブース
Ｂ

ブース
Ａ

入口

★教師教育リサーチセンター
教職課程支援室（通学・通信）
教員研修室

◆通学課程 <教職課程支援室>

* 教育実習 * 介護等体験 * 免許・資格
* 教員・保育士就職
（教職講座・教員就職ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ運営）

◆通信教育課程 <教職課程支援室>

* 教育実習 * 介護等体験等

◆教員研修室
* 教員免許状更新講習等

教員・保育士を目指す学生のための
自主学習室

・教職ｻﾎﾟｰﾄﾙｰﾑ教員等との面談
・ キャリア個別相談
・ 求人票、参考書、教科書・指導書等資料の活用
・ 自主勉強、模擬授業の取組み、ｸﾞﾙｰﾌﾟ協議等

カウンター

10

教師教育リサーチセンター担当窓口

カ ウ ン タ ー

教員就職・
講座エリア

実習・
ボランティア
エリア

入口

正面
モニター

入
試
広
報
部

教
職
サ
ポ
ー
ト
ル
ー
ムブース

①
ブース
②

ブース
③

ブース
④

ブース
⑤

・教職課程支援室 （通学）

『受講申請書』
⇒提出窓口

『参観実習』について

「教職講座」「教員就職ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」に
関する質問、相談など

「教職サポートルーム利用」につい
てなど

11

教師教育リサーチセンターからの
連絡について

12
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教師教育リサーチセンターからの連絡について

基本的にUNITAMAの掲示で行います

教職・資格情報

※見逃して欠席にならないようにしっかり確認を怠らないようにしてください。

※場合によっては大学より付与しているメールアドレスに連絡することもあります。

13

取得可能な免許状について

14

取得できる免許状について❶

学部・学科により取得できる免許状が異なり
ます。

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ5参照

15

取得できる免許状について❷

複数の免許状を取得することが可能になります。

複数免許状の場合、ピーク免・サブ免を設定します。

基本的には教育実習に行く回数によっての設定となります。

▶ 複数免許の組み合わせについては「教職課程受講ガイド」ｐ54参照

ピーク免 サブ免

小学校1種のみ

幼稚園1種のみ

幼稚園・小学校1種

中学校・高等学校1種のみ

小学校1種 中学校2種

中学校・高等学校1種 小学校2種

複
数
免
許
の
場
合

教育学部
教育学科

16

取得できる免許状について❸

複数の免許状を取得する場合にはそれぞれの免許状
において必要な科目が異なることがあるため、履修に
気をつける必要があります。

免許状取得するために、免許状必要単位数を修得する
以外にも教職課程受講条件や教育実習受講条件があ
ります。条件を充足できるよう学修を進めてください。

※学部の履修ガイダンスや教職・教務担当に確認しながら進めてください。

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ54参照

教育学部
教育学科

17

ダブル免許プログラムについて❶

文・農・工・芸術学部で認定されている中学校２種免許
（英語・国語・数学・理科・音楽・美術）および高等学校１
種免許（情報）の取得が可能（申請手続きが必要）です。

ただし、取得にあたっては基準を満たす必要があり、か
つ人数制限があります（５名程度）。

受講を希望する学生は、6月中旬に開催予定です。詳細
はUNITAMA掲示（予定）で案内します。

教育学部
教育学科

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ14・54・85～88、92～103参照 18
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ダブル免許プログラムについて❷

中学校・高等学校1種免許だけでなく小学校2種免許の取得
が可能（申請手続きが必要）です。

受講を希望する学生は、6月中旬の「ダブル免許プログラム
ガイダンス」に出席してください。詳細はUNITAMA掲示（予
定）で案内します。

文・農・工・
芸術学部

▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ14・54・80～84、90～91参照 19

教職履修カルテについて

20

教職履修カルテとは

本学が目指す教師像（＝玉川教師訓）を踏まえ、
教員免許状を取得するために履修した科目
全て（Ｆ評価の科目含む）に対して、

★どのような成果を得ることができたのか

★今後、何をやらなければいけないと感じたのか

を本学が目指す教師像の視点から振り返り、
まとめたものが教職履修カルテです。

21

教職履修カルテの対象

1. 希望する教員免許状を修得するために

必要な科目すべて
※ 具体的な科目名は希望する免許状ごとに異なるので、各

自教職課程受講ガイドを参照して確認をすること。

学校体験活動（教育ボランティア・教育インターシップ等）

２.  教育ボランティアやインターンシップ等の

教育現場や地域での社会的活動

４.  年度の振り返り

３.  教育実習の振り返り

22

教職履修カルテの入力

【入力システム】 UNITAMA「教職カルテ」

【入力時期】 各セメスター終了時

4年生の秋学期に履修する「教職実践演習」 は最後
の総まとめ的な授業となります。その際に必要となりま
すのでセメスター毎にしっかり作成をしてください。

 入力方法等については改めてUNITAMA掲示にて
指示しますので確認の上、対応してください。

23

教職課程を受講するにあたっての
注意事項

24
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注意事項❶

 教職課程受講登録をする≠教職以外に進めない

• 進路選択の１つ

• １年次でやめても問題ありません

• ２年次からの参加でも構いません

【教育学部・農学部・芸術学部を除く】

※ 先生を目指すなら早い方が良いです

25

注意事項❷

教職課程受講登録をする≠4年間教職課程の受講許可

４年生まで教職課程を続けるには、学部・学科毎に定め
られた条件を充足する必要があります。

※教職課程の受講にあたっては学部・学科毎に条件等

が異なるので、「教職課程受講ガイド」をよく読んで

内容を確認してください。

26

注意事項❸

教職課程の受講にあたって諸々の事項(教職受講条件・
免許状取得に必要な科目・教育実習に行くための条件・Ｗ免許

プログラムに関すること、教職課程履修規則など）については、
「教職課程受講ガイド」をよく読んで内容を確認してくだ
さい。

※不明な点があれば、わからないままにせず、相談してください。

<問い合わせ先>
■教職に関する件 教師教育リサーチセンター

■履修に関する件 学部学科の教務担当または学級担任

27

今後の手続きについて

28

書類提出について

 UNITAMAのアンケートにより必要事項を回答してください。

アンケートはUNITAMAの上部メニューの「アンケート」から

回答ができます。

「アンケート回答一覧」より【令和4年度 教職課程受講登録

について（●●学部対象）（教師教育リサーチセンター）】を

選択し、回答してください。

回答完了をもって教職課程受講者として登録します。

 アンケート回答期限：

4月6日（水）10：00～4月15日（金）23：59

 アンケート回答期限までに未回答の場合には教職課程の

受講をしないとみなしますので注意してください。 29

教職課程受講料について❶

金額 １５，７００円（1年次分）

※UNITAMAのアンケートにて必要事項を回答した方の

保証人宛に納付書を送付（5月上旬に発送予定）します。

※期日までに納入しなかった場合には、教職課程履修規則の

第6項②により受講中止となりますので注意してください。

※一旦納入された受講料は基本的には返金しません。

30▶ 「教職課程受講ガイド」ｐ102-103参照
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教職課程受講料について❷

※文・農・工・芸術・教育学部でダブル免の履修をする場合、

追加の費用が必要です。

（ 詳細は「ダブル免許プログラムガイダンス」にて案内します ）

31

ガイダンス資料で質問がある場合には、登録手続きを行う

ためのアンケートの最後に質問項目がありますので、

そこに記入してください。

後日、Q&Aを作成し、UNITAMAにて掲示を行います。

ガイダンス内容についての質問

32

最後に

33
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教員養成の現状と課題、今後の方策

令和5年1月10日（火）

全学園連絡会

教師教育リサーチセンター

玉川大学の教員養成
「玉川教師訓」

2

2

本学が目指す教師像

3

玉川教師訓「子供に慕われ、親たちに敬われ、同僚

に愛せられ、校長に信ぜられよ」を実践できる教師の

育成を本学は目指します。

そのために、次の力量を備えた教師を養成します。

①確かな学力と健やかな体を育てる「学習指導力」

②豊かな心を育て自己実現を図る「幼児・児童・生

徒指導力」

③ともに高めあうクラスをつくる「学級経営力」

④新たな学校づくりを推進する「協働力」

3

教師教育リサーチセンターによる支援体制

4

教職課程支援室

「質の高い教員養成」をテーマに、教職課程の履修、介護等
体験や教育実習、免許状の申請業務、教員・保育士希望の学生
への就職支援ならびにキャリアデザイン支援を担当

教職サポートルーム

公立保育所長、公立幼稚園長、公立小・中・高等学校長経験者
により構成。実習や体験活動の相談や指導、採用試験の対策や
就職に関わる支援を担当

また、自学自習のためのテキストやスペースも確保。
4

4年一貫した教職課程受講支援プログラム（通学課程）

5

令和４年度教職課程受講者数（通学課程） 2022/12/20現在

学部 学科
人数

計
１年 ２年 3年 ４年

文学部 英語教育学科 ７０ ５７ ５２ ４２ ２２１

国語教育学科 ７６ ４６ ４２ ４１ ２０５

学部計 １４６ １０３ ９４ ８３ ４２６

農学部 生産農学科 １８ ３２ ２６ ４２ １１８

学部計 １８ ３２ ２６ ４２ １１８

工学部 ｿﾌﾄｳｪｱｻｲｴﾝｽ学科 １８ ５ １２ ３ ３８

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｲｴﾝｽ学科 ５６ １８ ２９ ２７ １３０

情報通信工学科 ４ ３ ３ ０ １０

学部計 ７８ ２６ ４４ ３０ １７８

教育学部 教育学科（幼稚園） ６ ８ １２ １０ ３６

教育学科（小学校） １４４ １５５ １４０ １６８ ６０７

教育学科（社会） ４９ ２７ ２９ １９ １２４

教育学科（保体） ４１ ５０ ５３ ５０ １９４

乳幼児発達学科 ８４ ８２ ８０ ８５ ３３１

学部計 ３２４ ３２２ ３１４ ３３２ １，２９２

芸術学部 芸術教育学科（音楽）
*a 音楽学科

*a ２７ *a ２６ ３１ １３ ９７

芸術教育学科（美術）
*b アート・デザイン学科

*b １２ *b ８ ６ ７ ３３

学部計 ３９ ３４ ３７ ２０ １３０

合計 ６０５ ５１７ ５１５ ５０７ ２,１４４

6
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令和４年度教職課程受講者数（通信教育課程） 20２２/12/２０日現在

入学区分 幼稚園 小学校 中学校 高校 計

正科生 219 729 64 17 1,029

科目等履修生 40 317 60 37 454

計 259 1,046 124 54 1,483

通学（2,144名） 通信（1,483名）
合計3,627名

参考）令和３年度
通学課程（2,165名）＋通信教育課程（1,048名）
合計3,213名

コロナ禍での教育実習等の状況(令和４年度）

（１）教育実習
【状況】

「教育職員免許法施行規則等の一部を改正する省令（令和２年文部科学省
令第 28 号）」（令和２年８月 11 日から施行）の継続

【本学の対応と結果】

・新型コロナウイルス感染症を事由に、実習不可、期間短縮になった学生に
ついて、不足の一部、または全部を学校体験活動、または大学が用意したプ
ログラムで補完し、所定の教育実習を受講したとみなす。

・学生に対して、実習開始２週間前からの健康観察と可能な限り直前に
PCR検査を実施。

・通学課程・通信教育課程合わせ、延べ約1,100名の学生が、計画して
いた実習校で教育実習を行う。

＊保育実習については一部、１～３月に実施予定（計画通り）
8

（２）介護等体験
【状況】

「介護等体験施設に係る大臣決定」（令和２年８月 11 日）の継続

【本学の対応と結果】

・現場での体験活動を中止

・事前指導は通常通り行い、特別支援学校ならびに社会福祉施設での体験に替
え、（独）国立特別支援教育総合研究所が開設する免許法認定通信教育の科目
に関わる印刷教材の成果を確認することで対応。

・通学課程430名 通信課程94名を代替措置で対応。

（３）参観実習
参観日２週間前からの健康観察とPCR検査を行い、少人数（例年の半数ほど）

で可能な限り、居住地に近い学校で実施。

昨年度は午前中のみの活動であったが、今年度は通常通り給食も含んだ終日
の活動で実施した。→ 592名が実施

9

（４）教職関連ガイダンス・採用試験対策講座

・ガイダンス、教職講座、個別面談は対面実施を再開。ただし、状況によ
り一部オンライン対応

・論作文指導は郵送をやめ、対面による添削指導

・模擬試験はBb配信による自宅受験から、学内受験を再開

→延べ約7,000名が受講

（５）学校体験活動

事前に示された大学の方針に基づき実施

10

1
1

 教員研修室

学び続ける教員を継続的に支援するための教師教育・教員養成
に関する研究活動支援を担当

・文部科学省委託調査研究事業支援

・教員免許状更新講習⇒発展的解消により閉講

・教師教育フォーラムの開催

→遠方からの参加を踏まえ、オンライン型で開催

・紀要・年報の発行

・『教員養成研究』（年４回発行）

11

教師教育リサーチセンターによる支援体制

1
2

「教員の養成・採用・研修の一体的改革」（教育再生実行会議
第７次提言 H27.5）を受け、現職教員の研修を担当

・校長研修の実施（２回）

・中堅・指導主事研修（２回）

→対面と離島参加者対応としてオンラインで開催

12

独立行政法人教職員支援機構（NITS）
玉川大学センター
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教員養成における社会の変化

13

（１）新教職課程の推進と検証

＊ICTを活用した授業実践に関する科目の設置

＊教育実習の改編（分散化、学校体験活動の流用）検討

（２）養成・採用・研修の一体改革による教員の質保証

＊教員免許状更新講習に替わる新たな研修の検討

＊ 教員採用試験の早期化、複線化の検討

（３）教職課程の質保証評価（自己点検評価）

（４）複数免許取得の推進

＊学科間・大学間の共同による教職課程の実施

＊小・中免許共通開設科目の拡大

今後の課題

14

（１）教職課程受講生に対する支援プログラムの効果と

有効性の検証並びに再構築

*教員採用試験の早期化、複線化、教育実習の改編

をふまえ

*地方公務員法の一部を改正する法律（定年延長）を

ふまえ

（2）組織体制や活動内容に関する課題の抽出と課題

解決に向けた対策案の策定

＊教職課程の自己点検評価の活用

（3）研究活動成果の学生支援への活用方法

今後の課題

15

（４）教員の養成・採用・研修の一体改革を踏まえた現職

教員（特に卒業生）を対象とした研修プログラムの構築。

教員免許状更新講習に替わる研修、教職員支援機構と

の連携もふまえ

（５）工学部改組に伴う新たな教職課程の検証

（６）ICT 活用指導力を備えた教員の養成と環境整備

教員採用選考試験結果

2022年度実施公立学校教員採用選考試験結果

17

課程 学校種 受験数
１次試験
合格数

名簿
登載数

合格率(%)

通学

小学校 202(195) 187(155) 146(111) 72.3(56.9)

中学・高校 175(162) 122( 80) 65( 44) 37.1(27.2)

通学計 377(357) 309(235) 211(155) 56.0(43.4)

通信

小学校 161(161) ー 106( 95) 65.8(59.0)

中学・高校 5(  3) ー 0(  2) 0.0(66.6)

通信計 166(164) ー 106( 97) 63.9(59.1)

合計 543(521) ー 317(252) 58.3(48.3)

2023年1月6日現在( 昨年度)

課程 合格者数

公立幼稚園 通学 4(5)

公立保育所 通学 8(11)

ご清聴ありがとうございました。

令和5年1月10日（火）

全学園連絡会

教師教育リサーチセンター
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日付：令和4年7月29日 

 

○玉川大学教授会等運営規程 

平成14年４月１日制定 

改正 

平成15年４月１日 

・・・ 

令和４年４月１日 

玉川大学教授会等運営規程 

（目的） 

第１条 玉川大学学則（以下「本大学学則」という。）第44条第７項並びに第46条に規定する玉川大

学教授会（以下「教授会」という。）の運営について、学校法人玉川学園会議等運営規程のほか、

本規程に定める。 

（各委員会） 

第５条 本大学学則第46条に基づき、教務委員会、教職課程委員会、学生委員会、入学試験運営委員

会、課外活動支援委員会、キャリア・就職指導委員会、ＦＤ委員会、大学学事運営委員会、国際教

育推進委員会、インターンシップ委員会、ＥＬＦ運営委員会、環境エデュケーター委員会、アクテ

ィブ・ラーニング推進委員会、教育再生加速委員会、及びＩＲ委員会を置く。また、文学部には、

中学校英語２種免許認定通信教育プログラム運営委員会、教育学部には、通信教育課程入学選考委

員会を置く。 

２ 各委員会の委員は、毎年度当初、学部長等が各学科主任等の意見を徴し、学長に推薦し、学長が

任命する。 

３ 委員会は、学長の諮問に答え、審議の結果を答申する。また、委員会は、必要な事項を審議し、

大学部長会に建議又は学長に上申することができる。 

（教職課程委員会） 

第７条 教職課程委員会は、教師教育リサーチセンター長を委員長とし、各学部の教職担当及び事務

担当をもって構成する。 

２ 教職課程委員会は、次の事項を審議する。 

(１) 教職に関する事項 

(２) 教職課程に関する事項 

(３) 教職課程のカリキュラムに関する事項 

(４) 教育職員免許状・保育士資格、その他の資格に関する事項 

(５) その他本委員会に属する事項 

３ 教職課程委員会は、委員長が招集し開催する。 

４ 教職課程委員会は、原則として毎月開催する。 

５ 事務主管は教師教育リサーチセンターとする。 
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2022 年度報告・2023 年度計画欄（黄色いセル）に入力してください。 

（2020 年度はコロナ禍の負担軽減のため箇条書き程度で可とした） 

 

Ⅰ. 第 3 期認証評価において指摘された「改善課題」「是正勧告」の進捗状況【必須】 
記載不要（教員養成部会 指摘事項なし） 

 

Ⅱ. 「自己点検・評価報告書 2017」に挙げた「問題点」の改善進捗状況【必須】 
記載不要（教員養成部会 指摘事項なし） 

 

Ⅲ.その他各部会での点検・評価によって明らかになった課題、改善計画、進捗状況【必須】   

2019 年度報告 

1.教員採用試験名簿登載率 50％の実現（継続） 

教職課程受講支援プログラムにより 1 年生から教員採用試験合格のための支援を行っている。特に 3 年生からの論作文・面

接対策においては、「2020 年度版 教員採用試験のための論作文＆面接対策（玉川大学教師教育リサーチセンター編）」を刊

行し、それを基に最新の出題傾向やテーマを押さえた対策を行っている。また、1 次試験合格者に対する 2 次試験対策も、夏

期休暇中に個別指導を中心に行い、2019 年度実施の採用試験については、Vision2020 に目標として設定した「教員採用試

験名簿登載率 50％」の数値目標を達成した。 

2.教職課程受講支援プログラムの有効性の検証（継続）  

・ カリキュラムについて、再課程認定による新たな基準での教職課程がスタートした 2019 年度は、カリキュラムが申請内容に

準拠していることを確認した。有効性の検証については、完成年度に至っていないため継続して検証していく。・学外実習な

どについて、実習生の受入れ校との協議会を重ね、教育実習日誌の内容などについて有意義な意見交換を行った。また、

『実習の手引き』についても内容を検証し、小中高版と幼保版に分けて改訂を進めている。 

・ 採用試験対策について、前述①の通り。 

3. 教員養成における教員適性に関する検討（継続） 

通信教育課程の教育実習許可条件に新たに教員適性に関する項目を加えた。これにより、学生処分規程に抵触した学生

の教育実習を不可とした。また、適性に疑義が生じた場合、事前に模擬授業などを行う仕組みを構築した。 

4.学生の自主性の向上に向けた対策の検討 

教職課程受講支援プログラムの内、教員採用試験対策における学生の自主性の向上に向けた対策の検討については、名

簿登載率が順調なこともあり、新たな取り組みを検討するに至っていない。学校体験活動（教育インターンシップ）については、

学生が自主的に参加し、活動できる仕組みを近隣教育委員会、学校現場との連携のもと構築を進めている。 

5.教師教育・教員養成に関する研究活動の推進 

・教員養成における今日的課題である「養成・採用・研修の一体的改革」をテーマに教師教育フォーラムを開催し、

近隣教育委員会等で教員研修の中核を担う先生方に講演をいただいた。この内容を基に今後の研究活動のテー

マとして取り上げていきたい。 

・教職サポートルーム客員教授の実践報告の発表の場として『教員養成研究』を創刊し、年度内に第４号までを刊

行予定である。これにより、延べ 29 名、28 筆の研究を発表した。 

2020 年度報告 

1.教員採用試験名簿登載率 50％の実現（継続） 

・ 教員採用試験名簿登載率 50％以上（今年度達成。次年度も継続） 

・ 教員採用 1 次試験合格者を増加させるための学生の自主性を向上させる方策の検討。（継続） 

・ 「2022 年度版 教員採用試験のための論作文＆面接対策」の発行。（済） 

2.教職課程受講支援プログラムの有効性の検証（継続）  

・ 2020 年度開始の新課程の授業のシラバスと担当教員の妥当性の検証。（済） 
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・ 実習校、介護等体験受入れ校との協議会で話題になった事項の検証と方策の検討。（継続） 

・ 『教育実習の手引き』（仮称）小中高版と幼保版の内容を検証と改訂版の刊行（済） 

学校体験活動（教育インターンシップ）の実施と検証（継続） 

3. 教員養成における教員適性に関する検討（継続） 

教員の適性のうち、教科指導力などの学力に起因する適性については、科目単位の充足、検定試験のスコア、

GPA などにより、基準を設けることができるが、実践的指導力や協働性、規範意識など学生のパーソナリティに起

因する適正については、取り扱いに種々の問題を含み、非常に難しい課題になっている。現場経験が豊富な教師

教育リサーチセンター教職サポートルーム客員教授と連携しながら、慎重に取り組んでいきたい。 

4.学生の自主性の向上に向けた対策の検討 

・ 教員採用試験の取り組みについて、学生が自主的にでき方策を検討する。 

・ 学生が自主的に学校体験活動に参加できるような仕組みを構築する。 

5.教師教育・教員養成に関する研究活動の推進 

・ 教職課程の質保証に向けた教員養成評価の検討 

・ 教職員支援機構（NITS）との共同事業により教員研修の検討 

6. 参観実習、教育実習などの学校現場で行う科目等の遠隔授業コンテンツの作成と開設  

7. 教員採用試験対策講座、各種ガイダンスのオンライン開催 

8. 教員免許状更新講習のハイブリット型講習の構築と実施 

9. オンラインによる教師教育フォーラム等研修会の開催 

2021 年度計画 

1.教員採用試験名簿登載率 50％の実現（継続） 

・ ICT を活用したリモートでの支援プログラムの検証と構築 

・ 「2023 年度版 教員採用試験のための論作文＆面接対策」の発行 

2.職課程受講支援プログラムの有効性の検証（継続）  

ICT 活用指導力の養成やデータリテラシーの向上を目的とした新たな科目の検討 

3.教師教育・教員養成に関する研究活動の推進  

ICT 活用指導力の養成やデータリテラシーの向上を目的とした研修の開催 

4.卒業生教員を対象とした研修会等の開設 

 

2021 年度報告 

1. 教員採用試験名簿登載率 50％の実現（継続） 

教職課程受講支援プログラムにより 1 年生から教員採用試験合格のための支援を行っている。「2023 年度版 教員採用試

験のための論作文＆面接対策（玉川大学教師教育リサーチセンター編）」を計画通り刊行し、更に例年 3 年生からこれを基に

行ってきた論作文・面接対策を２年次１２月に早め、最新の出題傾向やテーマを押さえて対策を行っている。ただ、コロナ禍で、

種々の指導がリモート対応となり、特に 1 次試験合格者に対する 2 次試験対策の面接や集団討議、模擬授業、実技試験対策

など、試験会場や状況の再現性や板書、実技指導などには限界があり、苦労している。2021 年度実施の採用試験の名簿登載

率は 47.9%で、目標として設定した 50％には、わずかに及ばなかった。 

2. 職課程受講支援プログラムの有効性の検証（継続） 

 プログラムの有効性についてはコロナ禍により、介護等体験の代替え措置、参観実習の短縮実施、各種講座のリモ

ート指導など、正規の方法と異なる運用を継続しているため正確な検証には至っていない。一方でガイダンスや説明

会などでは、繰り返し視聴や時間差視聴などリモートで行うことの有効性を実感し、ICT を活用したプログラムの強

化を進めている。また、教育実習校（参観実習、教育インターンシップ受け入れ校含む）との協議会を再開し、学校

安全や GIGA スクール構想の中での実習指導について有意義な意見交換を行った。 

3. 教師教育・教員養成に関する研究活動の推進 
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研究活動の成果として、『年報（11 号）』『紀要（vol.4）』『教員養成研究（第９、10、11、12 号）』に加え、幼児教育

に特化した『年報（臨時増刊号）』を発行し、「令和の日本型学校教育における個別最適な学びと協働的な学びの実現

に向けて」をテーマに教師教育フォーラムをオンラインで開催した。また、教職員支援機構（NITS）の玉川大学セン

ターとして、管理職教員を対象とした研修を対面で実施し、3月には「実践的な指導における ICT の活用について」を

テーマに教職課程 FD・SD 研修会を計画している。中央教育審議会の答申を踏まえ、ICT 活動指導力を含めた今日的教

育課題について研究活動を推進した。 

4.卒業生教員を対象とした研修会等の開設 

６月と１月に卒業生の現職教員を対象とした「玉川大学教師・保育士の集い」をオンラインで開催した。６月は若手教員を対

象に、相談会の内容で行い、教職サポートルーム教員が相談員として参加した。また、１月の会では、在職年数を制限せず、幅

広い年代に呼びかけ、講演会、昨今の大学の状況報告、グループディスカッションなどを行い好評を得た。 

2022 年度計画 

1. 教員採用試験名簿登載率 50％の実現（継続） 

2. 法令改正を踏まえた教職課程の自己点検評価の実施 

3. 教師教育・教員養成に関する研究と研修の推進 

4. ICT を活用した指導力養成のための研究と環境整備 

2022 年度報告 

1. 教員採用試験名簿登載率 50％の実現（継続） 

教職課程受講支援プログラムにより 1 年生から教員採用試験合格のための支援を行っている。「2024 年度版 教員

採用試験のための論作文＆面接対策（玉川大学教師教育リサーチセンター編）」を計画通り刊行し、最新の出題傾向や

テーマを押さえて対策を行っている。コロナ禍の対策として、リモート対応での指導、支援が主だった 2021 年度に比

べ、対面での試験対策もできるようになったが、感染拡大の期間に重なった２次試験直前の対策講座は、集団感染、

濃厚接触者認定により、受験ができなくなるという重大なリスクを避けるためリモート対応にせざるをえなかったが、

2022 年度実施の採用試験の名簿登載率は通学課程で 56.0%、通信教育課程で 63.9%、合算で 58.3% になり、目標とし

て設定した 50％を大きく上回ることができた。 

2. 法令改正を踏まえた教職課程の自己点検評価の実施 

一般社団法人全国私立大学教職課程協会（全私教協）の評価基準に基づき、自己点検調査を実施し、報告書を作成

した。内容の公表の時期と方法については現在検討中である。現行の教職課程ではすぐに改善すべき課題はないが、

省令改正や教員採用試験の改編など、刻々と変化する教員養成の課題から、毎年の自己点検調査を実施し、改善に取

り組む必要がある。 

3. 教師教育・教員養成に関する研究と研修の推進 

研究活動の成果として、『年報（12号）』『教員養成研究（第 13、14、15、16 号）』を発行した。また、『「令和の日本

型学校教育」構築のための「新たな教師の学びの姿」の実現に向けて』をテーマに教師教育フォーラムをオンライン

で開催した。更に、教職員支援機構（NITS）の玉川大学センターとして、管理職教員を対象とした研修並びに中堅教

員・指導主事研修を各２回、計４回、対面とオンラインの併用で実施し、特に離島の先生方に研修の機会を設けて好

評を得た。3月には最新の中央教育審議会の答申を踏まえた今日的テーマで教職課程 FD・SD 研修会を計画している。 

4. ICT を活用した指導力養成のための研究と環境整備 

 令和４年度より、教育職員免許法の一部を改正する省令に則り、ICT を活用した指導力養成のための科目を教職課程に開設

した。また、教職実践演習、各教科の指導法などの既存の科目についてもシラバスを改定し ICT の活用を含む内容を追加し



【様式 1】 教員養成部会 
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た。また、学校現場の多くで利用されている Google コンテンツを利用するための環境を整備し、Google の共通アカウントを取得

するとともに、ハード面においては、iPad、デジタル教科書を整えた。なお、Google アカウントについては、管理業者のポリシー

に則り、個人アカウントの取得について検討し、導入の方向で準備を進めている。 

2023 年度計画 

1. 教員採用試験名簿登載率 50％の実現（継続） 

・教員採用試験の早期化、複線化を踏まえた対策講座等の構築 

・「2025 年度版 教員採用試験のための論作文＆面接対策」の発行 

2. 教師教育・教員養成に関する研究と研修の推進（継続）  

・中央教育審議会答申（令和 4 年 12 月 19 日付）を踏まえた研修の開催 

3. 中央教育審議会答申を踏まえた教職課程、並びに教員養成プログラムの点検と検討  

・中央教育審議会答申（令和 4 年 12 月 19 日付）を踏まえて教職課程を点検（教職課程自己点検評価）し、必要に応

じて改編を検討する。 

 

Ⅳ.各部会が作成した「2017 自己点検評価シート」のうち、継続すべきと判断したもの【任意】 
なし 
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※ 提出日以降に実施の予定（今年度内）がある場合は予定としてご記入ください。 
教員養成部会 

第 1 回 4 月 12 日（火） 1. 教職課程受講条件の変更に関する件【文学部英語教育学科】 
2. 教育学科ダブル免許プログラムに関する件 
3. 教育実習特例および介護等体験代替措置について 
4. 参観実習実施について 
5. 介護等体験 書類添削について 
6. 教職関連科目担当教員の業績確認について 

第 2 回 5 月 17 日（火） 1. 教育学科ダブル免許プログラムに関する件 

2. 参観実習について 

3. 教育職員免許法施行規則改正に伴う履修振替表について 

4. 令和 5 年度 教職実践演習、教育実習事前指導の授業時間割について 

5. 免許種ごとの単位数確認について 

第 3 回 6 月 21 日（火） 1. 令和 5 年度 教職実践演習、教育実習事前指導に関する件 

2. 参観実習について 

3. 「教職実践演習」における教職履修カルテの活用について 

4. 教育インターンシップの実施について 

5. 夏休みの課題について 

第 4 回 7 月 26 日（火） 1. 秋学期 教職課程受講継続判定および教育実習受講判定について 

2. 秋学期 「教育実習事前指導」「教職実践演習」実施計画について 

3. 介護等体験の実施について 

4. 秋学期 教育インターンシップについて 

第 5 回 9 月 13 日（火） 1. 令和5年度入学生対象 66条の6に関する科目「外国語コミュニケーション」変更に関する件 

2. 令和5年度入学生対象 大学が独自に設定する科目 変更に関する件【乳幼児発達学科】 

3. 秋学期「教育実習事前指導」「教職実践演習」実施計画について 

4. 令和 5 年度入学生 教職課程受講条件等の検討について 

5. 春学期 教職継続判定について 

6. 参観実習について 

7. 教育実習協議会について 

第 6 回 10 月 18 日

（火） 

1. 公立学校教員採用候補者選考大学推薦における学内選考制度に関する件 

2. 文学部英語教育学科令和 5 年度以降入学生の第 2 セメスター終了時教職課

程継続判定条件の変更に関する件 

3.  「教育インターンシップ」令和 5 年度以降の実施方法に関する件 

4. 令和 5 年度 科目等履修生に対する「教職課程科目受講希望者の留意事項」

に関する件 

5. 「教育インターンシップ」（全学ＵＳ教職関連科目）の実施について 

6. 参観実習について 

7. 教育実習（小・中）に関する協議会の開催について 

8. 令和 5 年度 「教職実践演習」「教育実習事前指導」実施計画について 

第 7 回 11 月 15 日

（火） 

1. 教職継続判定に関する件【工学部】 

2. 令和 5 年度入学生対象 教科及び教科の指導法に関する科目変更に関する件

【英語教育学科】 

3. 令和 5 年度入学生 教職課程受講条件等に関する件【文・農・工・教育学部】 

4. 令和 5 年度 教職履修規則改訂に関する件 

5. 令和 5 年度入学生 教育学科ダブル免許プログラム増設に関する件 

6. 令和 5 年度 参観実習に関する件 
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7. 令和 5 年度 科目等履修生に対する「教職課程科目受講希望者の留意事項」

の確認に関する件 

8. 令和 5 年度以降 通信教育課程における義務教育特例の対応に関する件 

9. 令和 5 年度以降 通信教育課程における教育実習基礎単位（小学校コース受

講条件）に関する件 

10.令和 5 年度以降 通信教育課程における教育実習受講に係る事前指導の改定

提案に関する件 

11.令和 5 年度「教職実践演習」「教育実習事前指導」シラバス作成について 

12.令和 5 年度 教職科目共通シラバス入力について 

13.令和 5 年度 「教育インターンシップ」実施について 

第 8 回 12 月 13 日

（火） 

1. 令和 5 年度入学生対象 教科及び教科の指導法に関する科目 変更に関する

件【通信教育課程・生産農学科・芸術専攻科】 

2.令和 5 年度入学生 教職課程受講条件等に関する件【芸術学部】 

3.令和 5 年度「教育実習事前指導」「教職実践演習」計画に関する件 

4.令和 5 年度参観実習に関する件 

5.令和 5 年度 科目等履修生に対する「教職課程科目受講希望者の留意事項」の

確認に関する件 

6.公立学校教員採用候補者選考における特別選考「大学推薦」に関する件 

7.令和 5 年度開設 教職課程認定申請に伴う新規教職課程の追加について 

8.大学設置基準等の改正に伴う教職課程認定基準等の改正について 

9.令和 4 年度実施、令和 5 年度 介護等体験事前指導および外来講師招聘計画

について 

10.令和 4 年度実施、令和 5 年度教職関連始業ガイダンスの実施日程について 

第 9 回 1 月 24 日（火） 1.令和 5 年度参観実習に関する件 

2.教職課程受講継続判定および教育実習受講判定に関する件 

3.ダブル免許プログラム履修モデル変更に関する件 

4.中央教育審議会 答申の発出（令和 4 年 12 月 19 日付）について 

5.令和 5 年度 教育実習実施予定ならびに春学期実習の指導教員選定について 

6.令和 5 年度「教育実習事前指導」および「教職実践演習」の計画について 

7.令和 5 年度教育インターンシップ(文・農・工・芸）の実施について 

8.介護等体験について 

9.参観実習に関するアンケートまとめについて 

10.採用試験結果・活動状況について 

11.令和 5 年度実施 公立学校教員採用候補者選考大学推薦 学内考査の実施に

ついて 

第 10 回 3 月 7 日（火） 

予定 

1. 

2.   
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